
 

 

 

 

令和４年 12月  井手町  
 

 

 

1 2月 定 例 会 会 議 録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

井 手 町 議 会 
 



 

 

令和４年１２月井手町議会定例会会議録目次  

 

第  １  号（１２月９日）  

応招・不応招議員…………………………………………………………………１  

出席・欠席議員……………………………………………………………………１  

出席事務局職員……………………………………………………………………１  

出席説明員…………………………………………………………………………１  

議事日程……………………………………………………………………………３  

開会…………………………………………………………………………………４  

会議録署名議員の指名……………………………………………………………４  

会期の決定…………………………………………………………………………４  

諸般の報告…………………………………………………………………………７  

一般質問……………………………………………………………………………８  

谷田みさお議員……………………………………………………………………８  

 １  新型コロナウイルス感染症対策について  

 ２  物価高・地域経済対策について  

 ３  井手町定住促進奨学金返還支援金制度について  

脇本尚憲議員……………………………………………………………………１８  

 １  本町の小・中学校における教育環境整備の取組  

 ２  多賀地区町営住宅建替工事の進捗状況  

岡田久雄議員……………………………………………………………………２３  

 １  ひきこもりに対する支援体制の整備について  

 ２  ３歳児健診での屈折検査機器「フォトスクリーナー」の導入  

   について  

田中保美議員……………………………………………………………………２８  

 １  本町と京都産業大学との連携について  

 ２  公園の遊具等の安全管理と健康づくりについて  

奥田俊夫議員……………………………………………………………………３２  

 １  自動水栓の設置について  

木村武壽議員……………………………………………………………………３５  

 １  新庁舎移転後の現庁舎の活用について  

鎌田隆宏議員……………………………………………………………………３６  



 

 

 １  城陽市や白坂テクノパークとの防災連携について  

 ２  農業従事者の肥料価格高騰に対する支援及び有害鳥獣被害へ  

   の対策について  

小割直彦議員……………………………………………………………………３９  

 １  玉川堤周辺の整備について  

議案第４７号  職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例制  

       定の件…………………………………………………………４２  

議案第５１号  令和４年度井手町一般会計補正予算（第４回）…………４８  

議案第５２号  令和４年度井手町国民健康保険特別会計補正予算  

       （第１回）……………………………………………………６３  

議案第５３号  令和４年度井手町水道事業会計補正予算（第２回）……６５  

議案第５４号  令和４年度井手町多賀地区簡易水道事業特別会計補  

       正予算（第２回）……………………………………………６７  

議案第５５号  令和４年度井手町公共下水道事業特別会計補正予算  

       （第３回）……………………………………………………６８  

議案第５６号  令和４年度井手町多賀財産区特別会計補正予算（第  

       １回）…………………………………………………………７０  

議案第５７号  井手町多賀財産区管理委員選任につき同意を求める  

       件………………………………………………………………７２  

散会………………………………………………………………………………７３  

署名議員…………………………………………………………………………７４  

 

第  ２  号（１２月１６日）  

応招・不応招議員………………………………………………………………７５  

出席・欠席議員…………………………………………………………………７５  

出席事務局職員…………………………………………………………………７５  

出席説明員………………………………………………………………………７５  

議事日程…………………………………………………………………………７７  

開会………………………………………………………………………………７８  

会議録署名議員の指名…………………………………………………………７８  

報告第１１号  専決処分の報告について……………………………………７８  

議案第４６号  井手町印鑑条例の一部を改正する条例制定の件…………７９  



 

 

議案第４８号  井手町手数料徴収条例の一部を改正する条例制定の  

       件………………………………………………………………８１  

議案第４９号  井手町地区計画区域内における建築物の制限に関す  

       る条例の一部を改正する条例制定の件……………………８３  

議案第５０号  京都府市町村職員退職手当組合規約の変更について……８５  

議案第５８号  工事請負契約について同意を求める件……………………８７  

議案第５９号  工事請負契約変更について同意を求める件………………８９  

議案第６０号  工事請負契約変更について同意を求める件………………９２  

議案第６１号  財産取得について同意を求める件…………………………９４  

議案第６２号  財産取得について同意を求める件…………………………９６  

発議第  ７号  ＧＩＧＡスクール構想による一人１台端末や通信環  

       境の整備・維持、ＩＣＴを活用した教育の振興のた  

       めの恒常的な国の支援策の創設に関する意見書…………９８  

閉会中の継続調査の申出について…………………………………………１０１  

閉会……………………………………………………………………………１０２  

署名議員………………………………………………………………………１０３  



 

 

 

 

第１号（令和４年１２月９日） 

 

 

 

 

会   議   録 

 

 

 

 

 

定 例 会 

 

 

（開会） 

 

 



 

－１－ 

令和４年１２月井手町議会（定例会）会議録（第１号）  
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招集の場所  
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開閉会日時及び宣告  

     開会  令和４年１２月９日午前１０時００分  議長  西島寛道  

     閉会  令和４年１２月９日午後  ３時０１分  議長  西島寛道  

応招議員  

       １番  鎌田  隆宏       ２番  小割  直彦  

       ３番  田中  保美       ４番  奥田  俊夫  
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       ７番  西島  寛道       ８番  岡田  久雄  
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不応招議員  

       な   し  

出席議員  

       １番  鎌田  隆宏       ２番  小割  直彦  

       ３番  田中  保美       ４番  奥田  俊夫  

       ５番  脇本  尚憲       ６番  谷田  利一  

       ７番  西島  寛道       ８番  岡田  久雄  

       ９番  谷田みさお       10番  木村  武壽  

欠席議員  

       な   し  

会議録署名議員の氏名  

       １番  鎌田  隆宏       ５番  脇本  尚憲  

本会議に職務のため出席した者の職氏名  

 議 会 事 務 局 長 森田   肇       議 会 書 記 梶田  篤志  

 議 会 書 記 辻󠄀井  祐介      議 会 書 記 林田  夕加  

地方自治法第１２１条の規定により、説明のため会議に出席した者の職氏名  

 町 長 汐見  明男      副 町 長 島田  智雄  
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 参 与 西垣  義郎      教 育 長 中田  邦和  

 理事兼総務課長事務取扱 脇本  和弘      理事兼地域創生推進室長事務取扱 山本  勇人  
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                    山吹ふれあいセンター所長・図書館長兼務 
 

議事日程  
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会議に付した事件  
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令和４年１２月井手町議会定例会 

 

議 事 日 程〔第１号〕 

令和４年１２月９日（金）午前１０時開議 
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議事の経過 

 

議長（西島寛道）   皆さん、おはようございます。早朝からのご参集、ご苦

労さまでございます。  

 ただいまから令和４年１２月井手町議会定例会を開会し、直ちに本日の会

議を開きます。  

 本日、汐見町長より１２月定例町議会を招集されました。各議案につきま

して慎重にご審議を頂きますとともに、円滑な議会運営が行われますようお

願い申し上げまして、開会の挨拶といたします。  

 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。  

 会議録署名議員は、会議規則第１２７条の規定によって、１番、鎌田隆宏

議員、５番、脇本尚憲議員を指名いたします。  

 日程第２、会期の決定を議題にします。  

 お諮りします。本定例会の会期は本日から１２月２３日までの１５日間に

したいと思います。ご異議ありませんか。  

     （「異議なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   異議なしと認めます。したがって、会期は本日から１２

月２３日までの１５日間に決定しました。  

 今期定例会に提出されております案件は、条例の一部改正の件４件、規約

の変更１件、令和４年度補正予算６件、同意案件１件、工事請負契約の同意

案件１件、合計１３件であります。  

 それでは、審議を行います前に、町長より挨拶並びに今期定例会に提出さ

れました案件の提案理由の説明をいたしたい旨、申出がありますので、これ

を許します。  

 汐見町長。  

町長（汐見明男）   皆さん、おはようございます。  

 本日、ここに１２月定例町議会を招集いたしましたところ、議員各位にお

かれましては、年の瀬を控え、何かとご多用の中ご参集いただきまして、誠

にありがとうございます。  

 平素は町政進展のため絶大なるご協力を賜り、住民とともに深く感謝して

いるところでありまして、この機会に厚くお礼申し上げます。  

 まず最初に、新型コロナウイルス感染症によってお亡くなりになられまし
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た方々のご冥福をお祈りいたしますとともに、現在療養中の皆様方に心から

お見舞い申し上げます。  

 新型コロナウイルス感染症につきましては、国や京都府から発表されてい

る感染者数は１０月下旬以降、増加傾向にあり、感染拡大が強まっている状

況であります。国からはこの間、新型コロナウイルス感染症とインフルエン

ザの同時流行に備え、オミクロン株対応ワクチンの接種をできる限り年内に

完了するように示されてきたところであり、本町におきましては１０月１５

日から集団接種を開始し、１２月４日時点でオミクロン株対応ワクチンを接

種された方は約３，１００人で、接種率は全人口の４２．９％となっており

ます。前回接種から３か月を経過し、１２月中旬までに接種可能な方で年内

の接種を希望されている方につきましては、年明けまで待っていただくこと

はなく接種を完了する予定であります。これに加えて、新たに対象となった

６か月から４歳の乳幼児接種も、１１月２４日から保健センターにおいて集

団接種を始めております。  

 また、感染された方に対しましては、相談対応や食料品等の支援を必要と

されるご家庭に対する支援も継続しており、現在まで累計で９２世帯、１７

３人分の物資をご自宅にお届けしております。  

 今後、年末年始を迎える中、さらなる感染拡大が危惧されるところであり

ますが、住民の方に対する検査対応や医療の提供が適切に行えるよう、国や

京都府と連携して対応するとともに、療養が必要となった方に対する食料支

援等やワクチン接種を希望される方への対応など住民の方が安心して過ごし

ていただけるよう、引き続き、きめ細やかな取組を進めてまいりたいと考え

ております。  

 それでは、今次定例会に提出いたしました議案第４６号、井手町印鑑条例

の一部を改正する条例制定の件ほか、１２件の案件につきまして、その概要

をご説明申し上げます。  

 議案第４６号から議案第４９号までの４件は、いずれも条例の一部改正で

あります。  

 議案第４６号は、コンビニ交付サービスの実施に伴い、コンビニでの発行

手数料を免除する規定を除外するための一部改正であります。  

 議案第４７号は、人事院勧告に基づく給与条例等の一部改正であります。  

 議案第４８号は、コンビニ交付サービスの実施に伴い、コンビニで住民票
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及び印鑑登録証明書の交付が受けられるようにするための一部改正でありま

す。  

 議案第４９号は、山城多賀駅西側地区の地区計画策定に伴う条例の一部改

正であります。  

 議案第５０号は、市町村職員退職手当組合の規約を変更しようとするもの

であります。  

 議案第５１号は、令和４年度一般会計の補正でありまして、補正総額３億

６，６４６万９，０００円の増で、補正後の一般会計予算は８７億４，３４

９万８，０００円であります。  

 歳出につきまして、その主なものをご説明申し上げます。  

 まず総務関係では、今回の給与条例等の一部改正などにより人件費を８３

６万１，０００円減額するほか、電気料金の高騰を受けて不足が見込まれる

ことから財産管理費に１１７万円、本町の空き家バンクへの登録をさらに促

進するため、空き家再生支援に１００万円、まちづくり協議会が実施される

事業の補助に４５万円、ふるさと応援基金に８３万６，０００円それぞれ計

上いたしますとともに、来年度執行予定の京都府議会議員一般選挙に２５４

万２，０００円計上いたしております。また、山吹ふれあいセンター移転補

償費を活用することにより、将来にわたる町政の健全な運営に役立てるため、

井手町減債基金への積立てに３億１，３００万円計上いたしております。  

 次に民生関係では、エネルギー、食料品価格等の物価高騰への緊急対策と

して、町内の介護サービスや障がい福祉サービス事業所に対して、各サービ

スの安定的な体制を確保するため給付金を支給する福祉サービス事業所原油

等価格高騰対策支援給付金に３６０万円、井手町社会福祉協議会が実施する

高齢者移動支援実証運行に関する補助に３５万円、高校生までの子育て世帯

の生活を支援するための井手町子育て世帯応援給付金に１，３８４万２，０

００円それぞれ計上いたしますとともに、保育士の不足により派遣職員で対

応するための保育園運営費に３０８万６，０００円計上いたしております。  

 次に衛生関係では、安心して出産・子育てができるよう環境整備を行うた

めの出産・子育て相談・応援支援金に５２５万円計上いたしております。  

 次に農林関係では、高騰する肥料の影響を受けている町内の農業者の負担

軽減を図るため給付金を支給する肥料高騰対策支援給付金に１６７万５，０

００円計上いたしております。  
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 次に商工関係では、エネルギー価格高騰の影響を受けた中小企業に対して

給付金を支給する中小企業等エネルギー価格高騰対策支援給付金に２，１１

０万円計上いたしております。  

 次に教育関係では、電気料金の高騰を受けて小・中学校等で需用費の不足

が見込まれるため、６０３万円を計上いたしますとともに、ＩＤＥゆうゆう

スポーツクラブが開催する事業の補助に３４万３，０００円計上いたしてお

ります。  

 以上が歳出予算の主なものでありまして、その財源といたしましては、国

庫支出金３，０４２万円、府支出金６２３万円、財産収入３億１，３００万

円、寄附金８３万６，０００円、繰越金１，５１８万３，０００円、町債８

０万円計上いたしております。  

 議案第５２号から議案第５６号までの５件は、いずれも令和４年度特別会

計の補正でありまして、それぞれ所要額を計上いたしております。  

 議案第５７号は、任期満了に伴う多賀財産区管理委員の選任についてであ

りまして、ご同意願いたく提出するものであります。  

 議案第５８号は、合藪ポンプ場設備更新工事の予定価格が５，０００万円

以上でありますので、地方自治法並びに条例の規定に基づき、工事請負契約

を締結するに当たり、議会の同意を得ようとするものであります。  

 なお、新庁舎や山吹ふれあいセンターの備品購入に係る財産取得契約及び

建設工事請負変更契約をそれぞれ締結するに当たり、地方自治法並びに条例

の規定に基づき、議会の同意を得る必要がありますので、事務手続が整い次

第、今会期中に追加提案したいと考えておりますので、よろしくお願いをい

たします。  

 以上が本日提出いたしました議案等の内容でありまして、詳細につきまし

ては、各担当よりそれぞれ補足説明いたさせますので、何とぞ慎重ご審議の

上、ご可決賜りますようお願い申し上げまして、私の挨拶並びに提案説明と

させていただきます。よろしくお願いいたします。  

議長（西島寛道）   次に、日程第３、諸般の報告を行います。  

 監査委員から９月、１０月分の例月出納検査結果報告が、上下水道課から

上下水道水質検査結果書が提出され、その写しをお手元に配付しております

ので、ご覧おき願います。  

 以上で諸般の報告を終わります。  
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 次に、日程第４、一般質問を行います。  

 一般質問通告書を提出された方は８名であります。質問についての発言時

間はそれぞれ２０分以内とします。  

 順次、質問を許します。  

 谷田みさお議員の質問を許します。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   ９番、谷田みさおです。  

 岸田首相は、この５日の日に、今後５年間の軍事費を総額約４３兆円にす

るよう関係閣僚に指示をしました。これが実行されれば、今年度補正を含め

て６兆円弱の軍事費が毎年５，０００億から１兆円ほど増やすことになり、

２７年度には関連の公共インフラ整備費なども含めると、年間１１兆円を超

える規模になる途方もない大軍拡計画です。しかも、軍事軍拡財源として幅

広い税目による国民負担が必要として、国民への大増税を視野に入れている

ことも重大です。侵略戦争のために国民生活を破綻に追い込んだ歴史を再現

させてはならないという決意を申し上げまして、質問に入ります。  

 １番目に、新型コロナ感染症対策についてです。  

 １１月に入り、新型コロナの感染拡大が第８波に入っていると見られます。

本町での感染状況を伺います。  

 ９月議会での答弁以降の年代別感染者数の推移とその特徴は。  

 重症者は出ていませんか。  

 自宅療養者等への食料や日用品支援の状況はどうなっていますか。  

 国は３回目以降のオミクロン株対応のワクチン接種を年内に済ませること

を推奨していますが、本町でのオミクロン株対応ワクチンの接種状況はどう

なっていますか。  

 愛知県で接種直後に女性が亡くなるという例が出てしまいました。東京で

も出ているようであります。集団接種会場でアナフィラキシーが疑われる場

合、ちゅうちょなく即座にアドレナリン注射が行えるよう、改めて手順の確

認などを行うべきですが、対応していますか。  

 感染拡大期に入り、感染の不安がある場合に、検査で陰性を確認した上で

安心して仕事や旅行、趣味の集まりなど日常生活を送りたいと願うのが当然

ですが、府内１８６か所で実施されている無症状者の無料検査を本町内では
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受けられるところがありません。京田辺市でも、城陽市でも、木津川市でも、

宇治田原町でも、人口規模の本町より小さい和束町でも、自治体内で感染拡

大傾向時の一般検査事業として無料検査が受けられます。本町では新型コロ

ナ発生初期に感染が広がったトラウマから、現在も団体行動に慎重な意見が

多くなっています。今後も町内で住民が様々な活動に参加しやすいように、

また医療機関への負担を減らすためにも、京都府と協力し、町内で無料検査

が受けられる体制を整えるべきではないか、伺います。  

 ２点目に、物価高・地域経済対策についてです。  

 政府は新たな経済対策として、１０月末、物価高克服・経済再生実現のた

めの総合経済対策を打ち出しました。これは３９兆円という莫大な財政支出

の割には、総合的とはとても言えない、場当たり的、対症的、個別的なもの

にとどまっています。施策が将来に向かってどういうプラスを生むのか説明

が不十分で、財源にも全く触れられておりません。  

 国がやるべきなのは、消費税減税や後期高齢者の医療費の窓口２割負担の

撤回というように、総合的で国民が物価高の中でも励まされ、安心感と希望

が湧くような施策であります。あとはお金は出すが、具体的な施策は地方の

実情に合わせて自治体が選べるようにするべきです。  

 本町でも、これまで上水道の基本料金とメーター使用料の免除を半年間行

うと決めて実施中ですが、半年間で１世帯、僅か３，７６２円から４，１４

０円ぐらいにすぎず、あまりにも規模が小さいです。下水道の基本料金の免

除も併せて行って、期間を延長してはどうでしょうか。  

 国の行っているガソリン代補助は、車に乗らない人には恩恵がありません。

灯油にも政府は補助を行っていますが、それでも９月の消費者物価指数で灯

油は１８．４％も値上がりしており、冬に向かい需要が増す中、灯油購入ク

ーポン配布などが必要ではありませんか。  

 国は今後値上げが予想される電気・都市ガスについての補助を検討してい

ますが、本町で圧倒的多数の家庭が使用しているＬＰガスについては考えて

おりません。これには町が対応するべきではありませんか。  

 小・中学生を含めて女性への生理用品の支給、町内在住の学生への昼食代

や通学費の支援、子どものインフルエンザワクチン接種の無料化、国保税の

子どもの均等割軽減の拡充など、町だからこそできるきめ細かい生活防衛対

策は幾らでもございます。井手町は何を行うのか伺います。  
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 ３点目に井手町定住促進奨学金返還支援制度について伺います。  

 どのような制度になっていますか。  

 年齢制限や登録人数の制限はありますか。  

 昨年度・今年度に申請した人、現在登録している人は何人で、男女別や、

もともとの住民か移住者かなどの特徴はどうなっていますか。  

 大学等の新規卒業予定者を対象としていますが、本町住民以外の卒業予定

者にどのようにして制度を知らせていますか。  

 既卒者で奨学金を返還中の人にも対象を広げてはいかがでしょうか、伺い

ます。  

 以上です。  

議長（西島寛道）   答弁願います。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   畑中保健センター所長。  

保健センター所長（畑中博之）   谷田みさお議員のご質問にお答えいたしま

す。  

 １点目の新型コロナウイルス感染症対策についてでありますが、９月議会

以降、本町での感染状況につきましては、９月２６日以降は全国共通で医療

機関からの全数届出の見直しが行われ、市町村単位での感染者数の把握は行

われておりません。９月議会でお答えいたしました９月９日時点以降の全数

届出期間における感染者数は合計５４人で、年代別内訳は１０歳未満が２人、

１０代が８人、２０代が９人、３０代が７人、４０代が１１人、５０代が１

１人、６０歳から６４歳が３人、６５歳以上が３人で、４０代から５０代を

中心に各世代で感染者の発生が見られるところであります。なお、公表され

ている京都府全体の感染者数としては１０月下旬以降、増加傾向にあります。 

 自宅療養者等への食料品等の支援につきましては、全数届出の変更後も３

世帯１０人分の食料品等を配布し、これまでに９２世帯１７３人分の支援を

行ってきたところであります。  

 次に、オミクロン株対応ワクチンの接種状況につきましては、１２月４日

時点で約３，１００人の方に接種しており、接種率は全人口の４２．９％で、

前回接種から３か月を経過し１２月中旬までに接種可能な方で、年内の接種

を希望された方につきましては、年内に接種を完了する予定であります。  

 集団接種会場におけるアナフィラキシー対応につきましては、医師の診断
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により即座にアドレナリン注射が行えるよう、昨年の集団接種開始時から当

該注射薬の配備と救護対応の看護師を配置するとともに、救急搬送が必要な

場合に速やかな対応ができるよう、消防署と連携を図り、接種会場に救急車

を配備いただいているところであります。また、愛知県での事例発生後は、

医師と看護師に対し、毎回、接種開始前に当該事例を踏まえた対応について

も確認を行っているところであります。  

 次に、京都府が行っている感染拡大傾向時の一般検査事業による無料検査

につきましては、事業者が京都府に登録を行い検査費用等の補助を受けるも

のでありますが、既に事業者の登録受付を終了していると聞いているところ

であります。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   寺井企画財政課長。  

企画財政課長（寺井佳孝）   ２点目の物価高・地域経済対策についてであり

ますが、本町において、これまでからコロナ禍において、原油価格や物価の

高騰の影響を受けた生活者や事業者の負担軽減を図るため、本町の実情を踏

まえ、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金のコロナ禍におけ

る原油価格・物価高騰対応分に加え一般財源も充当し、緊急対策として、保

護者に負担を求めることなく、保育園、小・中学校の給食の質を維持するた

めの支援や、地域経済の活性化と生活者支援を図るためのプレミアム付き商

品券の発行部数の拡充、水道使用料の基本使用料及び水道メーター使用料６

か月分の全額減免を本年６月議会の一般会計補正予算に計上し、現在、実施

しているところであります。  

 また、今回、内閣府において、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金の電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金が創設され、

さらなる重点支援が可能となったことから、エネルギーや物価等の高騰によ

る影響を受けやすい子育て世帯や介護・障がい福祉サービス事業所、町内の

中小企業等に対して、一般財源も充当し幅広く支援することとし、本定例会

に必要な予算を計上しております。  

 具体的には、高校生までの子育て世帯に対して、子ども１人１万５，００

０円を支援する井手町子育て世帯応援給付金をはじめ、町内の介護サービス

や障がい福祉サービス事業所に対して、物価高騰等により前年度と比較して

影響を受けた電気・ガス料金の１１か月分の２分の１を支給する福祉サービ
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ス事業所原油等価格高騰対策支援給付金や町内の中小企業等に対して、法人

１０万円、個人５万円の給付金を支給する中小企業等エネルギー価格高騰対

策支援給付金、また、町内の農業者に対して、国の肥料コスト上昇分を助成

する制度を活用し、さらなる負担軽減を図るため、国の上昇分の助成の７割

を除いた３割の２分の１を上乗せ助成する肥料高騰対策支援給付金をご可決

いただければ、早期に実施したいと考えております。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   花木住民福祉課長。  

理事（花木秀章）   ３点目の井手町定住促進奨学金返還支援金制度について

でありますが、本制度は井手町への定住を促進するため、大学等を卒業後に

就業し、５年以上本町に定住する方を対象に、在学中に貸与を受けた奨学金

の返還に対する支援金を年間返還額の２分の１、８万６，０００円を上限に、

５年間で最大４３万円を交付するものであります。  

 なお、登録する各年度中に卒業する者を対象としており、年齢や登録人数

の制限は設けておりません。  

 次に申請状況につきましては、昨年度に大学等を卒業し就業され、登録を

された方は、男性１人、女性２人の計３人で、全ての方が本町の在住者であ

ります。  

 今年度につきましては、募集期間が令和５年２月２８日までとなっており、

現時点で本町在住の女性１人の方から登録の申請を頂いているところであり

ます。  

 次に制度の周知方法につきましては、「広報いで」や町ホームページへの制

度概要の掲載をはじめ、町内在住の学生や町外に下宿する学生の保護者への

周知を図るため、制度案内チラシを各戸配布するとともに、町外在住の学生

に向けては、京都府内４２の大学や専修学校、町内や近隣の企業等へも送付

するなどして制度の周知に努めているところであります。  

 なお、当該制度は国の制度である、奨学金を活用した若者の地方定着促進

事業を活用して実施しており、国の対象要件は地方からの人口流出抑制を図

るという観点から新卒の学生としているものであり、既卒者への対象拡大に

ついては考えておりません。  

議長（西島寛道）   再質問ございませんか。  

     （挙手する者あり）  
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議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   まず新型コロナウイルス感染症の件ですが、全数届出

というのが変更をされてつかみにくい、実際の感染者数が町内の方はどれだ

けいるかというのは分からないということかもしれないんですが、それでは

対応をどうやって町内で進めていこうかというのは本当に困ると思うんです。

だから、京都府にももちろんお願いをして国にも上げてほしいと思うわけで

すが、何らかの方法で町内での感染状況はつかめるようにしないと、何を町

として取り組んでいったらいいのかというのが本当に困るんじゃないかと。

今、自宅療養者への支援の分で、その後も３件、プラス３人ですか、３件で

すか、プラスがあったということなんですが、それは自ら申し出てこられた

方だけということですか。以前だったら陽性者の分は府から通知があったわ

けですね。それが一切ないということなんでしょうか。ちょっと確認をさせ

てください。  

 それと、オミクロン対応のワクチン接種の人数をもう一度お願いします。  

 それと、検査ですけど、ＰＣＲ検査でも抗原検査でもいろいろあると思う

んですけれども、府のホームページを見ますと府内１８６か所というのは

徐々に増えていって、私が確認したときでその数だったんですけども、パッ

ケージとして、旅行等に行くためのワクチンパッケージという制度での検査

は終了しているということだけれども、この感染症拡大傾向時の一般検査事

業というものは、私が確認したときでも数が増えていっているわけですね。

それも登録が終了したとおっしゃっているんでしょうか。今こそ感染拡大傾

向時じゃないですか。それこそ増やしてくれと府の方に要望をしてもらいた

いなと思います。事業者が自ら登録しないととおっしゃいますけども、和束

町なんかでは保健センターでやっておられるわけです。事業者が自分で町内

の薬局でやるとかという形ではないわけですし、本町でも薬局は何軒かあり

ますし、それ以外に、例えば町の保健センターでやるということだってでき

るんじゃないかと思うんですが、そういう事業者待ちじゃなくて、こちらか

らやりたいというようなことは、町としては申し出ることはできないのか。

その辺は教えていただきたいと思います。  

 それから二つ目に物価高対策ですけれども、いろいろやっているというこ

とをおっしゃるんですけれども、水道料金の免除の件ですけれども、本町は

そもそも３トン分しか基本料金を設定していませんから、安いんですよね。
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一般家庭であれば１３ミリか２０ミリ、ほとんどそうですから、一般家庭で

あれば６か月分でも３，７６２円から４，１４０円と。これは非常に規模が

小さいなと思うわけです。事業者の方だったらもっと大きな規模で補助にな

っているところもあるかもしれませんけれども、これは半年で打ち切らずに

もちろん継続していただきたいし、あまりにも規模が小さいから下水道も併

せてというふうに思うわけです。下水道の方は必ずしも全世帯が接続できて

いないということはありますけれども、ほぼ接続できているわけで、これが

広く住民に補助が行き渡る一番簡単でやりやすい方法なのではないかという

ふうに思いますので、これを検討されなかったのか。よその自治体でも継続

したりされているところがありますし、この検討はどうなっているのか、お

願いいたします。  

 それと、ＬＰガスについての補助ですけれども、国はＬＰガスについても

間接的に事業者に補助はしているとおっしゃるんですけども、直接住民の方

に還元ってないわけです。ニュースで都市ガスは補助があるって繰り返しや

られるわけです。私たちはＬＰガスなのに何で補助をしてもらえないのかと

いう声があるわけです。これこそやっぱり地方で取り組むべきことなんじゃ

ないかなと。報道を見ていますと、和束町ではＬＰガスの支払いに使えるク

ーポンを配布するということも出ておりました。そういう地域に合わせたや

り方があると思うので、なぜＬＰガスについては補助をできないのかお尋ね

をいたします。  

 三つ目に定住促進の奨学金ですけれども、町内の方しかやっぱり応募がな

いということなんですね。この制度を生かして定住促進をしようということ

であれば、町外にもっと広く知ってもらわないといけないと思うんです。学

生支援機構のホームページにも一応一覧は出ているんです。国の制度でこう

いうことやっている自治体はこれこれですよって、北海道から九州までの一

覧は出ております。井手町ももちろん書いてあります。しかし、そこに目を

留めてもらうというのは非常に大変なわけですね。各大学、府内だけでも４

２ある。城陽市にお聞きしたら、近畿一円で学生支援機構の奨学金利用者の

多い大学等を選んでチラシを送っているということをおっしゃっていました

けれども、城陽市は平均しますと４０人から５０人ぐらいの申込みがあるそ

うなんです。宇治も同じ時期から始められて、宇治市は既卒者対応なんです。

ちょっと制度が違うのかもしれませんが、学生支援機構の一覧には宇治や城
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陽と並んで井手町も出ていますので、それを見て選ばれるかなというふうに

思うんです。  

 もし大学等に案内を送るなら、井手町という町はこういう町ですよという

案内も一緒に送らないと、制度だけでは井手町を選んでもらえない。知って

おられないと思うんです。井手町という名称も幾ら府内とはいえ、他から来

ておられる、府外から来ておられる学生も多いでしょうし、町の名前をまず

知ってもらうということで、町のホームページなんかも充実させたりするこ

とも必要だけれども、実際案内を送るなら町の概要をお知らせしたり、住む

ところがあるのか、買物などはできるのか、どういう利便性があるのかや交

通の便など、そういうことも含めてお知らせしないと、まずは選んでもらえ

ない。何の案内を送っておられるんでしょうか。制度のお知らせだけなんで

しょうか、お伺いします。  

 いい制度だとは思うんですけれども、今のままでは本当にほんの一部の方

だけの制度にとどまってしまうので、やはりこれを宇治市でできているんだ

から、年齢制限をつけても既卒の方まで広げるというふうにして、もう少し

幅広く応募できるようにしたらどうかと思うんですが、その点はいかがです

か。  

議長（西島寛道）   答弁願います。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   畑中保健センター所長。  

保健センター所長（畑中博之）   まず、全数届出の変更後につきまして京都

府から情報提供がありますものは、６５歳以上の方、あと、重症化リスクが

あり新型コロナウイルス感染症治療薬の投与等が必要な方、妊婦が対象にな

っておりますので、今まで全数届出廃止後は、１０月が１３人、１１月が１

６人、１２月は昨日までに６人、京都府から情報提供を頂いておりまして、

いずれも支援物資等の関係につきまして相談対応を、こちらの方から従来ど

おり電話をさせていただいてしているところでございます。  

 それ以外の方につきましては、関連の医療機関の方に、町でこういう相談

対応、もしくは濃厚接触者の方への支援等があるというチラシを、京都府の

チラシと併せて配布していただいておりますので、そちらの方から電話が入

ってくるということになっております。  

 コロナのオミクロン株対応ワクチンの数ですけども、約３，１００人でご
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ざいます。  

 あと、検査機関のことでございますけれども、まず聞いておりますと、登

録につきましては何回か登録があったようでございますけれども、今はどち

らも登録自体は終了しているというふうに聞いております。  

 検査できる場所でございますけれども、医療機関や調剤薬局等の場所とい

うことで限られておりますので、先ほど申された和束町は、保健センターで

はなくて国保診療所の方がされているというふうにお伺いしております。  

 私どもの方としましては新型コロナウイルスの感染症の検査につきまして

は、感染拡大によって医療機関が逼迫して、症状等があるにもかかわらず診

察や検査が受けられない、そういう事態が生じることが最も危惧されるとこ

ろでございますけれども、現在、京都府においては新型コロナウイルス抗原

定性検査キット配布事業として、医療機関において６歳から６４歳以下の軽

症の方について、外来受診前に検査キットを配布して、ご自身で検査できる

よう対応するとともに、医師の判断で無症状の濃厚接触者に対しても検査キ

ットを配布していただいているというところでございます。  

 本町としましては、住民の方が今後も必要な医療や検査が受けられるよう、

京都府と連携して対応してまいりたいと考えております。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   島田副町長。  

副町長（島田智雄）   私の方からは、水道の基本料金、それから下水道の基

本料金について期間を延伸しては、または新設してはというご質問でござい

ます。  

 まず水道料金の延伸につきましては、この財源に使われております交付金

につきましては、今年度内執行というのが原則になっておりまして、それを

最大限活用できるように半年分というような形で減免措置をさせていただい

たというところでございます。  

 あと、下水道につきましては、今現在、下水道の加入率が約７割程度でご

ざいまして、３割の方はそれに当たらない。それから、先ほど申し上げまし

たように年度内執行という形ですので、今からそれをやったとしても、１か

月もしくは２か月というような対応になりますので、そういう形であれば支

援策としては影が少し薄いのかなというふうなことで、今回はやっておらな

いということでございます。  
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     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   寺井企画財政課長。  

企画財政課長（寺井佳孝）   ＬＰガスの補助についてでございますが、先ほ

どお答えさせていただいたとおり、エネルギーや物価等の高騰による影響を

受けやすい子育て世帯や介護・障がい福祉サービス事業所、町内の中小企業、

農業者に対して幅広く支援するため、限られた今回の交付金３，０３０万円

に約１，０００万円の町の一般財源も加えて実施を予定しておりますので、

議員ご指摘のものについては現在のところ考えておりません。  

 なお、本町におきましては、コロナ禍における原油価格・物価高騰等緊急

対策を活用し、６月補正予算において住民の生活全般の支援、家計の負担軽

減を図るため、ＬＰガスの価格高騰にも対応できるプレミアム商品券の発行

拡充のための経費を計上し、実施しているところでございます。  

 以上でございます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   花木住民福祉課長。  

理事（花木秀章）   奨学金の支援金の関係でございます。  

 制度の案内につきましては、チラシ、カラー版でございまして、両面刷り

のチラシを大学の方に配布しております。なお、このチラシの中では、町ホ

ームページのＱＲコードを掲載しておりまして、学生の方もそれを読み取っ

ていただければ井手町のホームページにすぐつながるような形で、町の周知

も図っているところでございます。  

 制度の拡充につきましては、先ほどもご答弁申し上げましたとおり、本町

では国の制度を活用して実施しておりますことから、拡充については考えて

おりません。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   再質問ございませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   ３回目です。谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   今、水道や下水道の補助を考えると交付金が年度内執

行だからできないと言われて、今回いろいろ幾つかの対策をされるわけです

けれども、それは国の交付金の３，０００万円に一般財源も加えてやると言

っておられるわけですから、別に上水道や下水道の補助も一般財源を加えて
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やることもできるわけです。だから、どれを優先するかということでしょう。

いろいろ農業も、事業をされている人も、介護や障がい者の施設も、子育て

世帯もって、できるだけ網羅しようとしておられることは分かるんです。だ

けど、やっぱりどれにも当たらない人もおられるわけです。そういう人たち

も、電気代が高いなと、灯油が高いなと、ガス代が高いなというのでなかな

か厳しいわけです。そうすれば、どなたにも行き渡るというのは、一番いい

のは水道かなというふうに思うんですけれども、下水道だって７割あったら

かなり網羅できると思うんです。そこは、あまりにもこれまでの額が少ない

ですから、もう少し水道や下水道にということで加えてもらったらどうかな

というふうに意見を述べて終わります。  

議長（西島寛道）   次に、脇本尚憲議員の質問を許します。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本尚憲議員。  

５番（脇本尚憲）   ５番、脇本尚憲です。通告に基づき、私から２点質問を

させていただきます。  

 大きく１番。本町の小・中学校における教育環境の取組。  

 今日の急速なグローバル化、高度情報化など、子どもたちを取り巻く環境

が大きく変化する中、義務教育を担う立場にある小・中学校の教育環境も複

雑・多様化しています。  

 令和４年８月に井手町教育委員会から報告を受けた「令和３年度の教育に

関する事務の点検及び評価報告書」では、教育委員会の活動状況のほか、学

校教育・社会教育におけるそれぞれの事業に対する点検・評価結果が報告さ

れていますが、その中でも学校教育における評価項目は３３項目あり、学力

の基礎・基本の定着から道徳教育の充実、いじめ防止対策や人権尊重など、

多岐にわたる実施事業に対し、学識経験者の意見を踏まえて、その成果や課

題をより具体的に確認することができました。  

 義務教育とは、国民として必要な基礎学力やルールを身につけさせる過程

であり、人間形成に大変重要な期間だと考えます。  

 保護者の立場になり、自分が児童・生徒だった頃と比較してみても、本町

の小・中学校における学力や学習環境は格段に向上していると感じています。 

 しかしながら、小学校や中学校への進学において、新しい環境での学習や

生活へうまく適応できず、不登校等の行動につながっていく事態、いわゆる
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「中１ギャップ」と呼ばれる問題が教育現場で起こり、そのことに不安を感

じる子どもや保護者がおられると耳にします。  

 そこで質問します。  

 １、井手町授業方程式の取組内容と、その成果は。  

 ２、本町における小・中学校連携の取組状況と、「中１ギャップ」に対する

対策は。  

 ３、中学校における学力向上の取組と、その成果は。  

 ４、教育環境の整備という点で、本町が現在行っている保護者への経済的

負担軽減のための取組は。  

 大きく２番。多賀地区町営住宅建替工事の進捗状況。  

 多賀地区で建て替えが進められている町営住宅。建替工事が進むにつれ住

民の皆さんの関心も高くなっています。  

 一般的に公営住宅とは、低所得者等の生活困窮者に対して、適切な家賃で

賃貸し、生活の安定と社会福祉の増進に寄与するためのものであり、様々な

環境の下で生活されている方々の受皿として大変有意義なものであると考え

ています。  

 過去の一般質問や前回の予算特別委員会でも、町営住宅の概要についての

質問に対し、鉄筋コンクリート造２階建て、１階は高齢者向けの段差を解消

したバリアフリー設計、２階はファミリー向けの設計で、１２戸の部屋を整

備するとの回答がありました。  

 なお、入居要件については、今後、府営住宅の対応を参考にしながら、具

体的な内容について検討を進めるとのことでしたが、町営住宅への入居者選

考の過程においては公平性が求められると思います。  

 そこで質問します。  

 １、建替工事について、工期を含め変更になった点はあるのか。  

 ２、入居者選考委員会の設置の有無は。設置を行う場合、委員の構成や会

議の内容は。  

 ３、現時点で説明できる入居要件等はあるのか。  

 ４、入居費用や家賃について、どの程度の金額を想定しているのか。  

 ５、入居選考までの日程は。  

 ６、入居要件や選考日程などの周知方法は。  

 よろしくお願いします。  
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議長（西島寛道）   答弁願います。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   高江学校教育課長。  

学校教育課長（高江裕之）   脇本議員のご質問にお答えします。  

 １点目の本町の小・中学校における教育環境整備の取組についてでありま

すが、一つ目の井手町授業方程式の取組内容と、その成果につきましては、

授業の導入において、授業の目当てと１時間の授業の流れを提示することで、

その授業の見通しを持たせ、次に展開において個人、グループなど学習の形

態や実験、１人１台端末の使用など活動の形態を工夫することで、活動時間

を増やしたり理解度を高めております。授業の終わりには、まとめとして振

り返りを行い、学力の定着と深化を図っております。  

 これを井手町授業方程式と定め、全ての教員が実践するとともに、合同授

業研究会などで授業力の向上に努めております。  

 児童・生徒は、教科や年度が変わっても、全ての教員が同一のパターンで

授業を行うので、安心して学習することができております。  

 二つ目の本町における小・中学校連携の取組状況と「中１ギャップ」に対

する対策につきましては、小・中学校連携の取組の中心となるのはジョイン

ト・アップ推進事業であります。  

 小・中学校が協働し、９年間を見通した確かな学力の育成を図るため、小・

中学校合同の授業研究会や専門部会として、基礎学力の定着と学習習慣の確

立を目指した個別支援、指導スキルの交流と向上、カリキュラム連携などを

目指した授業改善、そして、よりよい学習集団の育成と仲間づくりを推進す

る児童会生徒会合同会議などの研究に取り組んでおります。  

 また、これらの取組により教員の連携強化につながっております。  

 「中１ギャップ」を起こさないために、小学校６年生時には、中学校生活

の具体的なイメージが持てるように中学校の授業体験や部活動体験を実施し

ております。また、現在、泉ヶ丘中学校の教員が小学校高学年の音楽と英語

の授業を行っておりまして、小学校時代に指導を受けた教員が中学校にいる

ことで、入学時から安心して登校することができております。  

 このように、小学校と中学校が連携して取り組むことで、「中１ギャップ」

を起こさない状況をつくることができております。  

 三つ目の中学校における学力向上の取組と、その成果につきましては、授
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業の改善はもとより、月６テストの取組として、１週間を一つのスパンで、

授業で学んだ内容について毎週宿題を出して月曜日に小テストを行い、正し

く回答ができなかったところは補習などを実施しております。  

 また、全国学力・学習状況調査や京都府学力診断テスト、学校での定期テ

ストごとに成果と課題を教科・学年ごとに分析し、授業などに生かしており

ます。特に支援が必要な生徒につきましては、個別の支援計画を作成し、支

援を行い、基礎学力の定着と学習習慣の確立を目指した取組を進めておりま

す。  

 これらの取組により、家庭学習の習慣や目標に向かって努力することなど、

学習を中心とした生活スタイルが定着してきております。また、教員の授業

力向上への意識も高まり、教科指導のスキルアップにもつながっております。

そして、各種学力テストにつきましては、年度によってばらつきはあります

が、全国や府平均と同程度の結果となっております。  

 また、英検・数検チャレンジ推進事業におきましては、より高い学力への

意欲が向上しており、高校レベルの級を取得する生徒も増えてきております。 

 四つ目の教育環境の整備という点で、本町が現在行っている保護者の経済

的負担軽減のための取組につきましては、１８歳までの医療費の無償化をは

じめ、学校給食費の無償化、食物アレルギー対策の専用調理室を設けての除

去食や代替食の提供、入学支度金や通学援助費、修学旅行援助費、部活動に

おける各種大会や練習試合等の派遣費用の支給、英語検定、算数・数学検定

の受験料の全額補助などを行っております。  

 このたび、さらなる保護者の経済的負担軽減を図るため、小学校に入学す

る児童へランリュックの支給を行うべく、債務負担行為の補正予算を本議会

に提案させていただいているところであります。  

 今後とも、小・中学校が連携した取組や各種の事業を推進しながら、全て

の児童・生徒の学力向上と希望進路の実現に向けて力を尽くしてまいりたい

と考えております。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   柳原建設課長。  

理事（柳原健二）   ２点目の多賀地区町営住宅建替工事の進捗状況について

でありますが、一つ目の建替工事の変更点につきましては、現在、工事はお

おむね計画どおり進捗しており、来年３月の工期も含めて、現時点で大きな
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変更点はございません。  

 二つ目の入居者選考につきましては、現在７名の選考委員で構成されてお

ります井手町営住宅等入居者選考委員会に、今回、新たに３名の方を選考委

員に委嘱し、これまでどおり住宅困窮や生活困窮の状況など、様々な実情に

ついて確認、勘案して審議していただくこととしております。  

 三つ目の入居要件につきましては、全ての井手町営住宅の入居要件となる

ものとしては、現に住宅に困窮していることが明らかな方、申込み時の３か

月以前から継続して井手町内で居住し住所がある方、入居しようとする世帯

員の収入合算額が公営住宅法の規定に定められた収入基準の範囲内であるこ

となどであります。  

 四つ目の入居費用や家賃につきましては、公営住宅法に定める家賃制度に

基づき、入居者の収入及び立地条件、規模、建設からの経過年数、その他の

事項に応じ決定することになり、入居した後も入居者には、毎年、収入の申

告をしていただき、それに基づき家賃が決定することになります。金額につ

きましては、収入等により幅はありますが、今回、新たに入居募集する方に

ついては、月額当たり約８，０００円から約３万円程度となる見込みであり、

入居時には敷金等が別途必要となります。  

 五つ目の入居者選考までの日程につきましては、現在、先ほど述べました

井手町営住宅等入居者選考委員会で令和５年１月に公募要件等を審議してい

ただいた上で、公募の手続を行い、再度、選考委員会を開催し、令和５年３

月を目途に入居者を決定する予定でございます。  

 六つ目の入居要件等の周知方法につきましては、「広報いで」、各戸配布で

のお知らせ、町ホームページ、町内の広報板に掲示という形で周知を行うこ

ととしております。  

議長（西島寛道）   再質問ございませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本尚憲議員。  

５番（脇本尚憲）   再質問で１件だけ質問をさせてもらいます。  

 先ほどの多賀地区の町営住宅の件で、２番で聞きました入居選考委員会の

人数ですが、７名から１０名に増やされたということですが、これは今回の

建替工事があるのでということなのか、今後も１０名で入居選考委員会を行

うのか、お答えください。  
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     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   柳原建設課長。  

理事（柳原健二）   今回、多賀地区の町営住宅、現在の老朽化に伴う統廃合

の案件でもあることから、地元状況に詳しい方を有識者として３名追加する

予定でございます。７名から３名追加して１０名で、今後も引き続いて審議

の方をお願いすることとしております。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本尚憲議員。  

５番（脇本尚憲）   ありがとうございました。それでは、最後に要望として

１件お伝えしたいと思います。  

 教育環境整備についてですが、先日のＮＨＫの特集でも、昨年度の小・中

学生の不登校というのは２４万人余りとなり、前の年と比較しても４万９，

０００人、約５万人近く増えていると、過去最多であるという報道がありま

した。文科省の方は、コロナ禍での生活環境の変化や学校生活の様々な制限

が交友関係などに影響し、登校する意欲が湧きにくくなったのではないかと

分析していますが、そんな中で名古屋での取組として、校内のスクールカウ

ンセラーを充実させて生徒・児童の対応に当たるということで解消している

と、そういう取組があるという紹介もされていました。  

 本町としましても他の自治体の取組などを参考に、本町の未来を担う子ど

もたちのさらなる学習環境の充実のために取り組んでいただきたいと思って

おります。  

 また、物価高騰など社会情勢の中、保護者への教育にかける負担も増大し

ています。本町が今まで取り組んできた経済負担の軽減策につきましても、

他の自治体と比較しても充実していると思います。もっと子育て世帯に周知

できる仕組みをつくり、本町の魅力として発信していただき、本町で産み育

てたいと思っていただける方が一人でも増えることを期待して、私の質問を

終わります。ありがとうございました。  

議長（西島寛道）  この際、暫時休憩します。１１時１５分から再開します。  

     休憩  午前１１時０３分  

     再開  午前１１時１４分  

議長（西島寛道）   休憩前に引き続き、再開します。  

 次に、岡田久雄議員の質問を許します。  
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     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   岡田久雄議員。  

８番（岡田久雄）   ８番、岡田久雄です。事前に通告しておりました次の２

点につきまして、一般質問を行います。  

 まず初めに、ひきこもりに対する支援体制の整備について質問をします。  

 現役世代の未就労・ひきこもりの増加は、地域社会の大きな問題であると

ともに、高齢化が進めば進むほど、それを支える家庭の負担は重くなり、そ

の支援は難しくなってしまいます。  

 厚生労働省では、ひきこもりを、様々な要因の結果として、社会的参加（義

務教育を含む就学、非常勤職を含む就労、家庭外での交遊など）を回避し、

原則的には６か月以上にわたっておおむね家庭にとどまり続けている状態

（他者と交わらない形での外出をしてもよい）と定義し、内閣府の調査にお

いて、その対象者は、１５歳から３９歳までで５４万１，０００人（平成２

７年１２月調査）、４０歳から６４歳までで６１万３，０００人（平成３０年

１２月調査）と推計されています。  

 また、最近では、ひきこもりの高齢化も進んでおり、特定非営利活動法人

ＫＨＪ全国ひきこもり家族会連合会の調査によると、ひきこもりを始める年

齢は横ばい傾向にあるものの、平均年齢は上昇傾向にあるとのことで、長引

く不況によるリストラやコスト削減、コロナ禍による業績悪化などの影響に

より、中高年が退職した後、自宅に籠もることで、ひきこもりの長期化やそ

れに伴う高齢化に拍車をかけてしまっています。  

 問題は、ひきこもりの子どもを抱える親が既に高齢化しているのに、子ど

もが社会復帰できず、未就労の状況が続いた結果、経済的困窮に陥ってしま

うことだと思います。  

 過去の一般質問でも、本町におけるひきこもりの実数把握についての質問

が出ましたが、地域で就労できずに引き籠もっている人々の実態を調査し、

その結果に対し、できるだけ早く具体的な支援体制を整備することが必要で

はないかと考えます。  

 そこで次のことについて質問をします。  

 １、ひきこもりに対する支援については、各都道府県及び政令指定都市に

専門的な相談窓口の設置が進められていると聞いていますが、京都府での状

況はどうか。  
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 ２、市町村においても、京都府と連携を取りながら、居場所づくりや地域

での働く場所の提供、相談窓口及び相談体制の整備、ネットワークづくりと

いった取組が必要だと考えますが、本町の考えは。  

 ３、支援体制の整備に当たり、国や京都府からの財政支援はあるのか。  

 ４、支援を行う相談担当者や家族の研修会等への参加も大変重要だと考え

ますが、そういった機会は現在あるのか。  

 次に、３歳児健診での屈折検査機器「フォトスクリーナーの導入」につい

て質問をいたします。  

 弱視や斜視など目の異常を早期発見し、適切な治療につなげるため、３歳

児健診での屈折検査機器「フォトスクリーナー」を導入する自治体が増えて

きています。  

 本町でも、令和４年度当初予算に関連経費が計上され、機器が導入された

と聞いております。  

 人間の視力の発達は、生後１か月ぐらいから始まり、６歳頃（就学時）ま

でにほぼ完成します。子どもたちの目の病気は、この視覚感受性の高い時期

（特に３から４歳）に発見し、治療が開始されることが大切で、小さな子ど

もたちの視力検査は、問診や一般的なランドルト環（世界共通のＣマークの

記号）を用いて行われますが、正確に行うのは家庭でも病院でも難しいこと

が多いのが実情です。そのため、日本小児眼科学会では、従来の健診時の視

力検査に加えて、「フォトスクリーナー」等を用いた屈折検査を推奨していま

す。  

 そこで次のことについて質問します。  

 １、本町が導入した機器の性能は主にどういったもので、どのような効果

があるのか。また、その機器を使用して既に検査をされたのか。  

 ２、近隣自治体における「フォトスクリーナー」の導入状況は。  

 ３、厚生労働省は、既に令和４年度予算で母子保健対策強化事業として、

市町村が機器を購入する場合、その導入経費の半分を補助する事業を開始し

ていますが、本町ではその導入に当たって補助制度を活用しているのか。  

 以上でございます。よろしくお願いいたします。  

議長（西島寛道）   答弁願います。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本総務課長。  
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理事（脇本和弘）   岡田議員のご質問にお答えいたします。  

 １点目のひきこもりに対する支援体制の整備についてでありますが、一つ

目のひきこもり支援に対する京都府での状況につきましては、まずひきこも

りの状態の方とその家族を支え、ひきこもり状態を脱して社会参加していく

ことを一体的に支援するため、京都市東山区にあります京都府家庭支援総合

センター内に脱ひきこもり支援センターを設置し、電話や個別面接による専

門相談窓口を設置されております。  

 また、身近な地域で訪問、相談等の支援が受けられるよう、宇治市内に本

町を管轄とした山城北エリア１か所を含む府内６か所に、ノウハウを持つ民

間団体と連携した相談窓口も設置されております。  

 二つ目の京都府と連携を取りながら、ひきこもりに関する取組についての

本町の考え方につきましては、現在、本町において、ひきこもり等の相談が

あった場合には、関係各課において当事者の意向を踏まえた上で、先述した

専門機関である府の脱ひきこもり支援センターや宇治市内の相談窓口を紹介

するなど、連携した取組を行うこととしております。  

 三つ目の支援体制の整備に当たり国や京都府からの財政支援があるのかに

つきましては、厚生労働省において相談支援事業や居場所づくり事業などを

支援・推進するための生活困窮者就労準備支援事業費等補助金が対象となり、

国庫補助基準額を上限額として、対象経費２分の１以内を補助する制度が活

用できると聞いております。  

 四つ目の相談担当者や家族の研修等の機会はあるのかにつきましては、本

町職員につきましては、ひきこもり対策に関する国のオンライン研修や、小・

中学校における不登校に関連した各種研修会等に参加するなどにより正しい

知識を身につける等、資質向上に努めているところであります。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   畑中保健センター所長。  

保健センター所長（畑中博之）   ２点目の３歳児健診での屈折検査機器「フ

ォトスクリーナー」の導入についてでありますが、一つ目の本町が導入した

機器の性能等につきましては、当該機器は一眼レフカメラぐらいの大きさの

検査機器で、ものが見えにくい弱視の主たる原因となる近視、遠視、乱視、

斜視や、屈折の左右差が大きい不同視、瞳孔の大きさに左右差がある瞳孔不

同の六つの項目を測定し、精密検査を受けた方がよいかをスクリーニングす
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るものであります。  

 これまでの３歳児健診における視力検査では、Ｃの文字を読み取るランド

ルト環を用いて一眼ずつ検査を行い、視力が左右どちらかが０．５以下の場

合や、検査担当医が異常を疑う場合等においては、担当医の診断に基づき、

眼科の専門医による精密検査を受診するように勧奨を行ってまいりました。

また、視力検査は左右の眼の一方を塞いで検査するため、３歳児の発達の状

況により検査自体ができないお子さんもあり、そのような場合も同様に専門

医での受診を勧奨してきたところであります。  

 今回導入した機器の検査では、お子さんから約１メートル離れたところで

目線の高さに機器を持ち、その機器を両眼で数秒見てもらうと測定できるも

のであり、従前の視力検査に加えて本検査を行うことで、よりスクリーニン

グ対応がしやすくなっております。  

 検査の実績につきましては、当該機器は１１月２４日に導入し、先日１２

月２日に実施した３歳児健康診査から使用しており、受診対象者６人全員の

検査ができたところであります。  

 二つ目の近隣自治体における導入状況につきましては、宇治田原町は昨年

度から、また京田辺市、八幡市は今年度に導入されたと聞いております。  

 三つ目の厚生労働省の補助金につきましては、導入に係る対象経費の２分

の１が国庫補助となることから活用することとし、既に８月に交付申請を行

っております。導入実績額が１２５万９，５００円となりましたので、６２

万９，０００円の交付を見込んでおります。  

議長（西島寛道）   再質問ございませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   岡田久雄議員。  

８番（岡田久雄）  １点確認させていただきたいんですけれども、本町では、

ひきこもりの方がおられるというこの人数把握をされているのか。それをま

ずお聞きしたいと思います。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本総務課長。  

理事（脇本和弘）   人数把握の関係でございますけれども、実態として、保

育園とか小学校、それとあと高齢者や障がいのある方につきましては、本町

との関わりがあれば把握はできますけれども、それ以外の方については、正
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直なかなか把握が難しいというのが実態でございます。  

 以上でございます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   岡田久雄議員。  

８番（岡田久雄）   また、住民へのアンケート調査なんかで、１回調べても

らいたいなというふうに思います。それでないと事が進んでいかないという

ふうに感じています。  

 厚生労働省のホームページを見ますと、令和４年度から、より住民に身近

なところで相談ができ支援が受けられる環境づくりを目指して、ひきこもり

地域支援センターの設置主体を市町村に拡充するとともに、新たなメニュー

として、ひきこもり支援の核となる相談支援、居場所づくり、ネットワーク

づくりを一体的に実施するひきこもり支援ステーション事業を開始しますと

あります。またさらに都道府県が市町村をバックアップする機能の強化とし

て、市町村と連携したひきこもり地域支援センターのサテライト設置と、小

規模市町村等に対して財政支援手法の継承を行う事業も創設し、都道府県の

圏域内どこでも支援が受けられるように平準化を図りながら、市町村のひき

こもり支援体制の整備を促進していくこととしていますと、このように載っ

ておりましたので、ぜひとも本町でも前向きに進めていただきたいなという

ふうに思います。  

 もう一つは「フォトスクリーナー」のことについてですけれども、このよ

うな本当にいい機器を使って、本町では子どもの目の健康のことに力を入れ

ているということを住民の方や保護者にしっかりと周知して、子どもに手厚

い支援をしているということをぜひとも周知していただきたいなというふう

に思いますので、以上お願いして、私の質問を終わります。  

議長（西島寛道）   次に、田中保美議員の質問を許します。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   田中保美議員。  

３番（田中保美）   ３番、田中保美です。それでは、私の方から通告いたし

ました２点について質問をさせていただきます。  

 まず１点目でありますが、本町と京都産業大学との連携についてでありま

す。  

 本町は京都産業大学と平成２５年度に、相互の人的・物的・知的資源を活
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用しながら、人口減少問題の改善や地域社会の発展、人材育成を図るため、

連携協力包括協定を締結しました。  

 この協定は、平成２５年度から１０年間をかけて、大学の資源や学生の視

点を生かし、人口減少を食い止め、まちの魅力を再発見・発信することに取

り組むためのもので、その後、「井手応援隊」が結成され、さらにその取組を

発展させるため、平成２８年度に活動拠点となる「むすび家ｉｄｅ」の整備

が行われ、これまで様々な地域活性化イベントが実施されてきました。  

 なお、本年度が事業計画の最終年度に当たることから、これまでの学公連

携事業によって、本町が魅力あるまちとなったか検証を行い、今後につなげ

ていく必要があるのではないかと考えます。  

 そこで次のことについて質問をします。  

 １、この１０年間の学公連携により取り組まれてきた事業にはどういった

ものがあるのか。また、その成果はどのようなものだったのか。  

 ２、これからも学公連携事業を継続されると思いますが、今後どのような

取組を考えておられるのか。  

 そして２点目でありますが、公園の遊具等の安全管理と健康づくりについ

てであります。  

 公園の意味を調べると、「人々が快適な潤いある緑の環境を享受できる場、

スポーツ・レクリエーションを楽しむ場、災害突発時の避難の場、自然や環

境を保全する場などの目的で、国もしくは地方公共団体が公共的に造園し管

理する場所」と、多種多様な用途がありますが、私たちの身近にある各地区

の公園は、住民がコミュニケーションを図ったり、スポーツや遊びの場所と

して必要であり、いつの時代も子どもから大人まで、多くの世代が活動でき

る場所であってほしいと考えます。  

 公園に対する住民の関心は高く、過去にも度々、一般質問や決算特別委員

会等で雑草対策などの維持管理方法や遊具・健康器具の導入など、その有効

活用についての質問がされておりますが、その中では、「新たに公園に健康器

具・遊具等を導入する計画はない」との回答が出ています。  

 しかしながら、従来から設置されている遊具等が安全に管理・活用され、

さらに体力づくりを行うための健康器具が各地区の公園にあれば、今以上に

安心・安全で健康なまちづくりができると考えます。  

 そこで次のことについて質問をします。  
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 １、本町では、各地区の公園に設置されている遊具の安全点検及び補修方

法はどのように行っているのか。  

 ２、子どもが利用する公園遊具のうち、安全そうに見えて最も事故が多い

遊具が滑り台だと言われています。事故防止対策の観点から、本町の滑り台

の着地点は、安全マットの設置等によって安全確保ができているのか。  

 ３、健康づくりのさらなる促進のため、身近で利用しやすい各地区の公園

に、玉川さくら公園に設置されているような健康器具が必要と考えるが、町

としての考えはどのようなものか。  

 以上の質問の回答をよろしくお願いいたします。  

議長（西島寛道）   答弁願います。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   山本地域創生推進室長。  

理事（山本勇人）   田中議員のご質問にお答えいたします。  

 １点目の本町と京都産業大学との連携についてでありますが、一つ目の取

り組んできた事業とその成果につきましては、大学との連携協力包括協定を

締結したその翌２６年度には、本町の活性化、定住人口の増加を図るため、

学生による「井手応援隊」が結成され、小学校や保育園の子どもたちと作っ

た紙灯籠や竹灯籠など２，０００個以上の灯籠で玉川から椿坂までともす「井

手！みねーしょん」や、町内事業者に参加いただく、後に「はらぺこランド」

となる事業を実施しております。  

 平成２８年度には、築１００年以上となる古民家を借り受けリノベーショ

ンし、学びと交流の場「むすび家ｉｄｅ」を拠点にした事業を始め、平成２

９年度からは「むすび家ｉｄｅ」において、学生が子どもたちに勉強を教え、

学生の特技等を生かした交流企画等の実施など、放課後の居場所づくりとな

る「寺子屋」事業や「親子科学教室」を開始してきたところであります。ま

た平成元年度には学生からの提案で、学生自身も運営に関わる「むすび家カ

フェ」をオープンし、朝にはラジオ体操が展開されるようになるなど、地域

と大学の連携拠点として、ラジオ体操を除いても、これまでで延べ約５，８

００人の方々に利用されております。  

 また、大西ゼミのつながりから、地域を挙げて協力された実写映画「神様

の轍」が誘致、製作され、多くの人に井手町の魅力を知っていただくことが

できたところであります。さらに、地域から寄せられた課題をゼミのチーム
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で実践する取組では、昨年度は府立やまぶき支援学校のＰＲ動画の作成、今

年度は井手町の特産品を用いた手作りピザのレシピをまちづくり協議会と作

成したり、府立やまぶき支援学校の一角に、竹を用いたスコップなどの遊具

をつくり、スロープや砂場を設置するわくわくパークを完成させ、生徒たち

にも大変喜んでいただくなど、地域の活性化に向けて多くの成果を上げてい

るところであります。  

 二つ目の今後の取組につきましては、協定締結から１０年の節目を迎え、

さらに本町の魅力のブラッシュアップを図り、町内外へ発信していきたいと

考えており、ＪＲ奈良線複線化の促進、城陽井手木津川バイパスの開通、商

業施設の整備など生活の利便性の向上が期待される中、子育てしやすいまち

づくりにつながる地域交流拠点施設等におけるイベントや、交流人口・関係

人口の拡大を促進する企画を、学生の視点から地域の皆さんとともに検討し

ながら、大学連携の新たな展開を図っていきたいと考えております。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   柳原建設課長。  

理事（柳原健二）   ２点目の公園の遊具等の安全管理と健康づくりについて

でありますが、一つ目の遊具の安全点検及び補修方法につきましては、井手

町で管理している公園３７か所のうち、遊具等がある３２か所全ての公園に

おいて、１年に１回、点検資格を持つ業者により安全点検を実施し、安全点

検や利用者からの連絡等により不具合が確認された場合は、必要に応じて遊

具の使用禁止などの措置を講じた上で、町直営または専門業者により修繕す

ることとしております。  

 二つ目の滑り台の着地点の安全確保につきましては、滑り台は町内１５の

公園に合計１６基あり、現在、利用頻度が高い玉川さくら公園の滑り台には

着地点の穴掘れ防止のためにマットを設置しておりますが、ほかの公園の滑

り台については利用頻度が低く、マットは設置しておりません。  

 なお、資格者による安全点検時において着地点の状態についても点検して

おり、安全上問題ないことを確認しております。  

 三つ目の健康器具につきましては、平成２６年度に老人クラブなどの皆様

からご意見やご要望を伺い、玉川さくら公園に多様な健康器具を設置し、現

在、多くの方にご利用いただいているところです。各地区の公園への設置に

ついては、現在、各地区や老人クラブなどから特に設置要望はお受けしてい
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ないところでありますが、要望があった場合には、どの程度利用されるのか

などを見極める必要があると考えております。  

議長（西島寛道）   再質問ございませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   田中保美議員。  

３番（田中保美）   今、質問に対する回答をお聞きして、一つ目の本町と京

都産業大学との連携については、これまで取り組まれてきた成果をさらに生

かしていただき、今後も魅力あるまちづくりを推進していただきたいと願っ

ています。  

 二つ目の公園の遊具等の安全管理と健康づくりについては、さらに安心・

安全で健康なまちづくりのために前向きに検討していただけるように要望し

て、私の質問を終わりたいと思います。ありがとうございました。  

議長（西島寛道）   次に、奥田俊夫議員の質問を許します。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   奥田俊夫議員。  

４番（奥田俊夫）   ４番、奥田俊夫です。私の方から、事前通告させていた

だきました１点質問をさせていただきたいと思います。  

 自動水栓の設置について。  

 新型コロナウイルス感染症が２０１９年１２月初旬に中国武漢市で初めて

報告されて以降、今もなお世界的な流行を見せています。  

 第７波が収まってからは、政府の社会経済活動支援の一つでもある全国旅

行支援や訪日外国人観光客の受入れに関する水際対策の大幅な緩和などによ

り、コロナ禍前を超える人流となった観光地もあるようです。  

 一方、日本医師会は、１１月１６日、東京都内で定例記者会見を開き、釜

萢敏常任理事は既に第８波に入ったとの認識を示し、改めて積極的なワクチ

ン接種を呼びかけました。  

 また、ある研究グループのＡＩを使った予測では、この第８波のピークは

年明けの１月中旬になるとの結果も出ています。  

 このように感染の拡大と収束の繰り返しであるウィズコロナの時代、いか

にしてうまく新型コロナウイルスと付き合っていくかが大変重要であると、

私自身、改めて再認識をしているところです。  

 つきましては、新型コロナウイルスやインフルエンザなどの感染拡大防止
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の観点からも、不特定多数の人が使用するトイレや手洗い場の衛生対策とし

て、手をかざすだけで水の出る非接触型の自動水栓は非常に効果的であると

考えます。  

 そこで質問します。  

 今現在、町が管理する各施設や保育園、小・中学校などのトイレや手洗い

場において、自動水栓に対応しているところはありますか。  

 町が管理する施設のトイレは、小さな子どもや年配の方、また障がいを持

っておられる方など、ハンドルやレバーの操作が難しい方も多数利用される

ため、自動水栓なら便利で安心して利用できると思います。対応していると

ころがある場合、施設での設置状況はどのようになっていて、何か所程度あ

りますか。  

 トイレや手洗い場以外の、バケツに水をくむような水栓や屋外にあるもの

まではあえて交換せず、既存の手動の三角形やレバー型のハンドルのままで

よいと思いますが、町としてどのように考えられますか。  

 実際にトイレや手洗い場の水栓を自動水栓に交換する場合、その費用に対

して国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が活用できると

耳にしたことがありますが、本町でもそれらを利用して対策を取ることは可

能でしょうか。  

 感染防止の観点からも、ぜひとも避難所として利用されることの多い各施

設や保育園、小・中学校の水栓を少しでも自動水栓に交換していただきたい

と考えますが、町の考えをお聞かせください。よろしくお願いします。  

議長（西島寛道）   答弁願います。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本総務課長。  

理事（脇本和弘）   奥田議員のご質問にお答えいたします。  

 自動水栓の設置についてでありますが、一つ目の町が管理する各施設にお

ける自動水栓の対応、及び二つ目の各施設の設置状況、及び何か所程度ある

のかにつきましては、手洗い器における自動水栓の設置状況は、いづみ保育

園の１歳児クラスに２か所、いづみ人権交流センターのトイレ、研修棟、体

育館に８か所、玉水駅前トイレに６か所、山城多賀駅前トイレに３か所、山

吹ふれあいセンターのロビー、トイレに１６か所、泉ヶ丘中学校の体育館ト

イレに１か所、学校給食センターの調理室、下処理室、アレルギー対応調理
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室に３か所、まちづくりセンター椿坂のトイレ等に４か所、玉水駅前休憩所

「さくら」のトイレに１か所、玉泉苑の障がい者用トイレに１か所、デイサ

ービスセンターのトイレ、脱衣室等に１０か所設置されております。  

 三つ目の自動水栓の設置の町の考え方につきましては、これまで公共施設

の手洗い器等の設置に関して、利用される方の使用の仕方や頻度等を踏まえ、

節水効果等をおのおのに判断して、主に不特定多数の方が利用される箇所に

自動水栓を設置してきたところであります。  

 このような観点から、議員ご指摘のとおり、一度に多量の水を使用する清

掃や屋外の水栓には設置する考えはありません。  

 四つ目の自動水栓に交換する場合、国の新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金を利用して対策が可能かにつきましては、今後もコロナ禍

の状況により当該交付金は左右されるものと思われますが、同一の制度が継

続されるのであれば、新型コロナウイルス感染症防止に有効で効果的な事業

内容の場合、活用は可能であると伺っております。  

 五つ目の避難所となる各施設や保育園、小・中学校の水栓を自動水栓に交

換する考えにつきましては、新型コロナウイルス感染症防止の観点も踏まえ、

効果的な箇所への設置について前向きに検討してまいりたいと考えておりま

す。  

 以上です。  

議長（西島寛道）   再質問ございませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   奥田俊夫議員。  

４番（奥田俊夫）   本町でも高齢者世帯も増えてきています。各家庭におい

ても取替えなどが必要になってくると思いますが、そのような場合にもその

補助金等々は活用できるのでしょうか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   山本地域創生推進室長。  

理事（山本勇人）   新型コロナウイルスの感染症対応地方創生臨時交付金に

つきまして、今の枠組みの中でいけば活用可能かと思われます。  

 以上です。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   奥田俊夫議員。  
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４番（奥田俊夫）   もう一度お願いできますか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   山本地域創生推進室長。  

理事（山本勇人）   新型コロナウイルスの感染症対応地方創生臨時交付金に

ついてですが、その対象の事業となるかどうかにつきましては、今の枠組み

で国の方から通知が来た場合につきましては、有効な効果については十分検

討をしていく必要があると思われますけども、対応することは可能と思われ

ます。  

議長（西島寛道）   次に、木村武壽議員の質問を許します。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   木村武壽議員。  

１０番（木村武壽）   １０番、木村武壽です。通告に基づきまして一般質問

をいたします。  

 質問事項としましては、新庁舎移転後の現庁舎の活用についてであります。 

 現在本町では、来年３月の新庁舎完成と、その後５月の庁舎移転に向けて、

着々と建設工事や移転準備が進められております。９月定例会の一般質問で

も、その防災拠点としての機能についてお尋ねしましたが、新庁舎はバリア

フリーに向けた設備や配置が計画されているほか、椅子に座って各種申請等

ができる窓口やプライバシーを確保したブース、大型エレベーターやキッズ

スペース・授乳室の設置など、住民サービスのさらなる向上を図るための建

物として期待をされています。  

 しかし、一方で、現庁舎の跡地についてどのような活用を図るのか、大変

気になるところです。  

 過去の議会における質疑の中でも、跡地利用の検討について質問があった

際、今後どのような形での跡地の利用が一番適切か、情報収集を始めていき

たいといった旨の回答がありました。  

 そこで次の事項についてお尋ねをいたします。  

 １、現庁舎の活用に向けた情報収集・検討状況は。  

 ２、検討委員会等の設置は。  

 ３、としまして、現庁舎は設備の老朽化の一方で、既に施設の耐震化が実

施されていると思うが、建物は解体する方針か。  

 ４、としまして、区や各種団体に活用してもらうなど、施設の有効利用が
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図れないものかと思いますが、町の考えをお尋ねします。  

 以上です。  

議長（西島寛道）   答弁願います。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   汐見町長。  

町長（汐見明男）   私の方から回答をさせていただきます。  

 現在、住民サービスの向上や防災拠点機能の強化等を一日も早く実現する

ため、新庁舎の完成に向け、全庁を挙げて鋭意取り組んでいるところであり

ます。  

 現庁舎の活用につきましては、まず新庁舎を完成させ、滞りなく円滑に業

務を開始することが最優先課題でありますので、新庁舎完成後、適切な時期

を見て、慎重に検討してまいりたいと考えております。  

議長（西島寛道）   次に、鎌田隆宏議員の質問を許します。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   鎌田隆宏議員。  

１番（鎌田隆宏）   １番、鎌田隆宏です。私の方から、大きく２点質問をさ

せていただきます。  

 １点目に、城陽市や白坂テクノパークとの防災連携についてです。  

 近年の地震や台風、集中豪雨など、全国的な大規模災害発生に伴う防災意

識の高まりは、想定外の災害に対しても可能な限り、平時から備えを行って

おくという住民意識の変化につながっていると思います。  

 先日受講した防災に関する議員研修でも、人口減少や少子高齢化などによ

る地域連携の希薄化が原因で、コミュニティ内での防災力の低下が懸念され

る一方、災害対応や避難に当たっては住民ニーズの適切な把握が必要であり、

場合によっては、専門的できめ細やかな対応が求められる可能性があるとの

話がありました。  

 本年６月の一般質問で、災害時における相互応援協定や専門的な職種との

応援協定について質問をしたところ、今後も自治体間との相互応援協定をは

じめ、専門的な業種の企業や団体などとの応援協定の締結に取り組み、災害

発生時に迅速な応急対応や復旧対応ができるように取り組んでまいりたいと

の回答がありました。  

 その後、城陽市や白坂テクノパークとの防災提携が進んでいるとお聞きし
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ますが、その内容はどのようなものかお尋ねします。  

 ２点目に、農業従事者の肥料価格高騰に対する支援及び有害鳥獣被害への

対策についてです。  

 「道の駅」的休憩施設については、国道バイパス開通に合わせて整備され、

将来的に道の駅として認定・登録を受ける予定となっており、それまでの間

は新設する山吹ふれあいセンター内に地域振興交流拠点施設として、来年春

を目指し、物品販売や飲食エリア等を開設する準備が進められているとお聞

きします。  

 本施設が道の駅として認定・登録されれば、本町の玄関口として、食や特

産物など、新たなまちの魅力を発信する交流拠点になると大変期待しており

ます。  

 一方で、農業従事者は、まちの魅力としてＰＲできるようなよりよい農産

物を少しでも多く作れるように、町内でいかに農業振興を進めていくか考え

ていかなければなりません。  

 しかし、現在、円高やロシアによるウクライナ侵攻等の影響で、化学肥料

原料の国際価格が大幅に上昇し、肥料価格が高騰しています。農産物に価格

変動は付き物ですが、元手に費用がかかり過ぎると、たちまち生産者は苦し

くなってしまいます。  

 また、せっかく作った農産物が有害鳥獣などの食害に遭うと、生産意欲の

低下にも関わってきます。  

 小動物は檻で捕獲し、猿はエアガン等での追い払いが有効だと聞きますが、

宅内への侵入等の被害もあるので、農家だけでなく地域での対応も必要だと

思います。  

 そこで次のことについてお聞きします。  

 １、肥料価格高騰対策事業として、国が肥料コスト上昇分の一部を支援す

る制度があると聞きますが、どのような制度で、その補助制度活用について

町の考えは。  

 ２、また、町独自での補助制度を導入している自治体もあると聞きますが、

本町での制度導入は。  

 ３、農産物の食害に対し、町として何か対策を取られるのか。  

 ４、エアガン等の貸出しなどは考えられるのか。  

 以上、お願いします。  
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議長（西島寛道）   答弁願います。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本総務課長。  

理事（脇本和弘）   鎌田議員のご質問にお答えいたします。  

 １点目の城陽市や白坂テクノパークとの防災連携についてでありますが、

その内容につきましては、城陽市及び本町において大規模な災害が発生し、

その復旧や被災者の避難などが必要となった場合に、京都山城白坂テクノパ

ーク連絡協議会に属する企業のご協力の下、各企業が持つ資源を活用した支

援等を得るため、包括的な連携協定の締結に向けて調整を進めているところ

であります。  

 これまでの間、城陽市、京都山城白坂テクノパーク連絡協議会事務局、本

町の３者で複数回の協議を行うとともに、当該協議会の役員会、総会にも出

席し、各企業と災害時の協力について基本的なご理解を得てきたところであ

ります。  

 具体的には、京都山城白坂テクノパーク連絡協議会は１７の企業から成る

組織で構成されており、重機車両や大型テント、仮設トイレなどのレンタル

機器をはじめ、食料品や飲料水、入浴サービス、ペット用品などの提供や物

資等の輸送、さらには車中避難ができる駐車場の確保など、災害時に協力い

ただくことで、災害復旧をはじめ、被災者への支援に大変有効な協定になる

ものと考えております。  

 本町といたしましては、災害時にはこれらの企業からの支援協力をしてい

ただけるよう城陽市と歩調を合わせながら、早期の協定締結に向け積極的に

取り組んでまいりたいと考えております。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   菱本産業環境課長。  

産業環境課長（菱本嘉昭）   ２点目の農業従事者の肥料価格高騰に対する支

援及び有害鳥獣被害への対応についてでありますが、一つ目の国の肥料価格

高騰対策事業の制度内容、制度活用の考えにつきましては、本制度は国が肥

料価格の高騰による農業経営への影響を緩和する目的で、化学肥料の低減に

向けて取り組む農業者に対して、肥料コスト上昇分の７割を支援するもので

ありまして、令和４年６月から令和５年５月に購入した肥料を対象とし助成

される制度であります。補助申請につきましては、購入先のＪＡや肥料店が
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取りまとめて行うなどの方法により、農業者に給付されることとなっており

ます。  

 二つ目の町独自での補助制度導入についてでありますが、肥料価格高騰に

直面する農業者をさらに支援するため、今回の国の助成制度を活用し、肥料

コスト上昇分の国助成７割を除く３割の２分の１を助成する予算を今定例会

に提案させていただいております。  

 対象は、国の制度の交付決定を受けた農業者に対し上乗せし助成するもの

であり、ご可決いただいた後には、国の制度と併せ広報等でも周知してまい

りたいと考えております。  

 三つ目の有害鳥獣等による農作物への食害対策につきましては、現在は、

猿、鹿、イノシシ等に対応する防除柵を、３件以上の農業者が集まり一定の

費用対効果が得られる地域に対し、国の助成を受けて現物支給しており、そ

の対象とならない１件や２件の農業者等には、一昨年より町単独制度として

防除柵等の購入費用の一部を助成しております。また、特定外来生物に指定

されるアライグマにつきましては、捕獲檻の貸出しを行っております。  

 そのほかには、狩猟免許所持者で申請のあった方に対し、捕獲許可を出し

個体数の調整を行っているほか、職員によるパトロールや追い払いの実施、

ロケット花火等の配布により対応しております。  

 四つ目のエアガン等の貸出しなどの考えにつきましては、議員ご指摘のと

おり、猿の対策としては捕獲のほか、追い払いがとても有効であり、地域全

体での取組が重要とのことであります。現在、職員による追い払いを実施し

ておりますが、エアガンの貸出し等による地域での取組が可能かどうか、農

家実行組合などと協議してまいりたいと考えております。  

議長（西島寛道）   再質問ございませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   鎌田隆宏議員。  

１番（鎌田隆宏）   ありがとうございます。猿など、今朝も追い払いをした

んですけども、地域での取組の中でどういうグループをつくっていくかはな

かなか難しいところはあると思います。区長とか各種団体の長の方々に協力

を頂いて組織してもらえれば、大変ありがたいなと思います。  

 以上です。  

議長（西島寛道）   次に、小割直彦議員の質問を許します。  
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     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   小割直彦議員。  

２番（小割直彦）   ２番、小割直彦です。事前通告に基づき質問をさせてい

ただきます。  

 質問事項としまして、玉川堤周辺の整備についてでございます。  

 さくらまつりが開催される井手の玉川は、「平成の名水百選」にも選ばれ、

日本六玉川の一つとして知られています。  

 毎年春には、玉川堤に１，５００メートルにわたって植えられた約５００

本の桜が、古来より多くの歌や物語にも登場する清流を彩り、多くの観光客

でにぎわいます。  

 しかしながら、近年、新型コロナウイルスの影響で、さくらまつりの開催

中止を余儀なくされたことにより、玉川堤周辺の整備がされていないと思い

ます。特に、社協から橋本橋までは景観を損ねているのではないかと強く感

じおります。  

 来年の春には新型コロナウイルスが収束することを期待し、また、知名度

の回復やさらなる観光客数の増加、まちの活性化につなげるため、住民の協

力を得ながら、何か思い切った整備や取組が必要だと考えております。  

 そこで次のことについてお尋ねします。  

 １、今後、玉川の樹木の剪定や沿道の舗装修繕など、どのように整備を行

う計画か。  

 ２、夜間景観のライトアップを、ＬＥＤ照明にできないのか。  

 ３、車で来られる観光客向けに、今まで以上に駐車場の確保はできないの

か。  

 ４、例えば、お花見用のスペースを確保するなど、どこか付近の土地を利

用して、新しいイベント等を開催できないのかということをお尋ねします。  

 以上です。  

議長（西島寛道）   答弁願います。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   菱本産業環境課長。  

産業環境課長（菱本嘉昭）   小割議員のご質問にお答えいたします。  

 玉川堤周辺の整備についてでありますが、一つ目の玉川の樹木の剪定や沿

道の舗装修繕など、どのように整備を行う計画かにつきましては、まず玉川
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は本町の重要な観光資源の一つでありますが、京都府の管理河川となってい

ることから、河川管理上支障となる雑木等につきましては、京都府により除

去や剪定等管理いただいているところであります。  

 観光資源である桜につきましては、植栽されました井堤保勝会が従前より

維持管理されているところであり、毎月の定例のボランティア活動に加え、

周辺住民の方からの要望等による剪定や伐採につきましては、本町も協力し

ながら維持管理に努めております。  

 また、沿道の舗装修繕などにつきましては、府の河川管理用通路部分と町

道部分がありまして、それぞれ協議を行いながら、必要に応じ修繕等を行っ

ております。  

 二つ目の夜間景観のライトアップをＬＥＤ照明にできないのかにつきまし

ては、ライトアップを実施されているさくらまつり実行委員会で検討してい

ただくこととなりますが、近年では新型コロナウイルス感染症拡大防止の観

点から、さくらまつり自体が中止となっております。しかしながら、本年の

春の桜の時期には、商工会青年部が一部の地域でＬＥＤのライトを設置する

など試行も行っておられますので、実行委員会としてのご意見を十分にお聞

きしたいと考えております。  

 三つ目の車で来られる観光客向けの駐車場確保につきましては、これまで

からさくらまつり期間中の土曜、日曜には交通誘導員を配置し、井手小学校

のグラウンドを臨時駐車場として開放されております。玉川堤は玉水駅から

も近く、両岸の桜を見物しながら周遊できることから、快速も停車するＪＲ

奈良線の利用促進をしっかり広報周知してまいりたいと考えております。  

 四つ目の付近の土地を利用した新しいイベントの開催ができないかにつき

ましては、今後開設される井手町地域振興交流拠点施設の指定管理者やまち

づくり協議会など、地域の団体などと協議しながら、食や特産品、桜などの

自然、歴史文化といった町の魅力を発信していけるよう、開催場所も含め検

討してまいりたいと考えております。  

議長（西島寛道）   再質問ございませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   小割直彦議員。  

２番（小割直彦）   ありがとうございました。要望ですが、来年春の桜が満

開というような時期には、玉川を上り社協の近くを通って、橋本橋を通って
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椿坂へ行って、それから地蔵院に行くという、そういうルートが考えられま

すし、その帰りにも、まだ入れないかもわかりませんけど、新庁舎を見てい

ただく。立派な庁舎ができたなという意味で、桜の沿道の整備に力を入れて

いただいて、新庁舎に負けない景観をつくっていただいたらどうかなという

ことで、私の質問と要望を終わりたいと思います。  

 以上です。  

議長（西島寛道）   これで一般質問を終わります。  

 この際、暫時休憩します。１時３０分から再開します。  

     休憩  午後  ０時１１分  

     再開  午後  １時２６分  

 それでは、休憩前に引き続き、再開します。  

 次に日程第５、議案第４７号、職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例制定の件を議題とします。  

 提出者から提案理由の説明を求めます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本総務課長。  

理事（脇本和弘）   それでは、議案第４７号、職員の給与に関する条例等の

一部を改正する条例制定の件についてご説明申し上げます。  

 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を別紙のように定める。  

 なお、今回の改定につきましては、本年８月の人事院勧告に準拠するため、

関係条例について所要の改正をするものであります。  

 それでは、６ページ、新旧対照表にてご説明申し上げます。職員の給与に

関する条例等の一部を改正する条例新旧対照表（第１条関係）でありまして、

職員の給与に関する条例の一部改正であります。  

 例規ページ数１３５９、第１８条、勤勉手当の規定及び、下の欄にござい

ます１３６１の４９、別表第２、給料表の規定でございまして、今回、一般

職の職員の給与に関する法律等において、１２月の勤勉手当の支給率及び給

料表の改正に伴い、それに準拠するための条文の整備であります。  

 １２ページをご覧ください。職員の給与に関する条例等の一部を改正する

条例新旧対照表（第２条関係）でありまして、井手町一般職の任期付職員の

採用等に関する条例の一部改正であります。  

 例規ページ数９２０、第８条、特定任期付職員に係る給与条例の適用除外
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等の規定でありまして、一般職の職員の給与に関する法律等において、１２

月の勤勉手当の支給率の改正に伴い、それに準拠するため、条文の整備をす

るものであります。  

 続きまして、次ページ、１３ページをご覧ください。職員の給与に関する

条例等の一部を改正する条例新旧対照表（第３条関係）でありまして、井手

町特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改正であります。  

 例規ページ数１３３２、第７条、期末手当の規定でありまして、特別職の

職員の給与に関する法律等において、１２月の期末手当の支給率の改正に伴

い、それに準拠するため条文の整備をするものであります。  

 次に、次ページ、１４ページをご覧ください。職員の給与に関する条例等

の一部を改正する条例新旧対照表（第４条関係）でありまして、井手町議会

の議員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正であります。  

 例規ページ数１２８２、第５条、期末手当の規定でありまして、特別職の

職員の給与に関する法律等において、１２月期の期末手当の支給率の改正に

伴い、それに準拠するため、条文の整備をするものであります。  

 次に、次ページ、１５ページをご覧ください。職員の給与に関する条例等

の一部を改正する条例新旧対照表（第５条関係）でありまして、職員の給与

に関する条例の一部改正であります。  

 例規ページ数１３５９、第１８条、勤勉手当の規定でありまして、先ほど

６ページで説明いたしました第１条関係からの改正となりますが、一般職の

職員の給与に関する法律等において、６月、１２月期の勤勉手当の支給率を

同率とする改正に伴い、それに準拠するため、条文の整備をするものであり

ます。  

 次ページ、１６ページをご覧ください。職員の給与に関する条例等の一部

を改正する条例新旧対照表（第６条関係）でありまして、井手町一般職の任

期付職員の採用等に関する条例の一部改正であります。  

 例規ページ数９２０、第８条、特定任期付職員に係る給与条例の適用除外

等の規定でありまして、先ほど１２ページで説明いたしました第２条関係か

らの改正となりますが、一般職の職員の給与に関する法律等において、６月、

１２月期の期末手当の支給率を同率とする改正に伴い、それに準拠するため、

条文の整備をするものであります。  

 続きまして、次ページ、１７ページをご覧ください。職員の給与に関する
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条例等の一部を改正する条例新旧対照表（第７条関係）でありまして、井手

町特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改正であります。  

 例規ページ数１３３２、第７条、期末手当の規定でありまして、先ほど１

３ページでご説明いたしました第３条関係からの改正となりますが、特別職

の職員の給与に関する法律等において、６月、１２月期の期末手当の支給率

を同率とする改正に伴い、それに準拠するため、条文の整備をするものであ

ります。  

 次ページ、１８ページをご覧ください。職員の給与に関する条例等の一部

を改正する新旧対照表（第８条関係）でありまして、井手町議会の議員の報

酬及び費用弁償に関する条例の一部改正であります。  

 例規ページ数１２８２、第５条、期末手当の規定でありまして、先ほど１

４ページでご説明いたしました第４条関係からの改正となりますが、特別職

の職員の給与に関する法律等において、６月、１２月期の期末手当の支給率

を同率とする改正に伴い、それに準拠するため、条文の整備をするものであ

ります。  

 それでは、４ページをご覧ください。附則でございます。  

 第１項、施行期日等の規定であります。この条例は公布の日から施行する。

ただし、第５条から第８条までの規定は、令和５年４月１日から施行する。  

 第２項は、第１条関係から第４条関係までの規定は、令和４年４月１日か

ら適用する旨の規定でございます。  

 第３項は、給与の内払の規定であります。  

 以上、簡単でありますが、説明に代えさせていただきます。  

議長（西島寛道）   これで提案理由の説明を終わります。  

 これから質疑を行います。  

 質疑ありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   まず、今回の人事院勧告の内容について、どういう内

容だったかお尋ねします。  

 報道によりますと、今回、若年層を重視する、特に初任給を引き上げて、

若年層３０代の半ばぐらいまでの方について優遇するというようなことがあ

りますけど、本町は職員の年齢構成も国家公務員とはまた違うと思いますし、
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本町で言ったら何歳ぐらいまでの方が今回ベアの対象になるのか。  

 全体として影響額は幾らで、１人当たり幾らの引上げとなるのか。  

 次に、高卒の方の初任給、大変低いわけですね。ページ数で言いますと、

６ページの給料表の１級の５号級というのが高卒の方の初任給だと思うんで

すけども、改定前１５万６００円で、今回改定すれば１５万４，６００円と

いうことなんですが、職員の年間の勤務時間数で考えますと、これは最低賃

金を下回るような額ではないのかと。時給換算すると幾らから幾らになるの

か、お尋ねします。  

 ここ数年で、高卒で採用された方というのが井手町では何人ぐらいおられ

るのか、お願いします。  

 それと、ベースアップの関係で、職員は４月１日に遡って適用というふう

に附則のところにありますけれども、会計年度任用職員はどうなるのか。会

計年度任用職員も、職員の号給に準じて報酬が定められていると思うんです

が、同じように遡及するのか。  

 職員は勤勉手当が引上げになるんですけども、会計年度任用職員は勤勉手

当はなくて期末手当だけですから、今回、期末・勤勉手当について引上げが

全くないわけですね。せめてベースアップの分僅かでも遡及して支給できな

いかと思いますが、その点はいかがでしょうか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本総務課長。  

理事（脇本和弘）   まず今回の人事院勧告の内容でございますが、おっしゃ

いましたように若年層の給与の部分、ベースアップを図るということで、平

均で０．２３％ベースアップということでございます。  

 それと、勤勉手当が０．１か月引上げということであります。この分が今

回の人事院勧告の大きなものといいますか、金額の変わるところということ

でございます。  

 あと、高卒ですね、１の５というのが私どもの初任給になりますので、そ

ちらの最低賃金に引っかかっているんじゃないかということでご意見でござ

いますが、私どももこれを把握しておりまして、もし採用があれば最低賃金

に引っかからない支給にすることで、検討はしていくということでございま

す。ただ、先ほどおっしゃいましたように、ここ数年、高校を卒業され、そ

のまま新卒で入ってきているという職員はおりませんので、今ここには該当
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する職員はいないということでございます。そこの平均単価でいきますと、

新しい１５万４，６００円というのが月給になりますので、単価をもう一度

確認させてもらいます。最低賃金のところの関係もあったと思いますので、

若干確認をさせていただきます。  

 それと、何歳ぐらいまでの影響かということでございますけれども、もち

ろん中途採用の者とかいろいろおりますけれども、おおむね３５歳から３６、

３７歳ぐらいの職員まで影響があるかなというふうに考えております。その

ベースアップで金額の方なんですけれども影響するとして、今試算しており

ますのは５２名で、１人当たり年間２万１，０００円ほど上がるというふう

な試算で考えております。  

 あと、会計年度任用職員の関係でございますけれども、給料表、もちろん

適用はしているんですけれども、条例におきまして会計年度任用職員につい

ては翌年度からの適用になるということでございますので、今回職員は今年

の４月１日と言っていますけれども、会計年度任用職員については次年度か

らの給与表適用ということになります。  

 あと、勤勉手当につきましては、おっしゃいましたように期末手当という

のは同率で払っていますけども、勤勉手当というのは適用がございませんの

で、今回には影響がないと。該当することはないということでございます。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑ありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   引上げ前と引上げ後と、時給換算にしたら高卒初任給

は幾らになるかというのはまた後で調べて教えていただきたいんですけど、

明らか１５万６００円では引っかかるんですよね。京都は９６８円ですけれ

ども、地域手当が本町はゼロですから、本当に最低賃金以下で働かすという

ような条例になっているわけです。４，０００円引き上げたらぎりぎりセー

フというふうにいろいろ説明がされているようですけれども、それにしても

あまりにも待遇が悪いんじゃないかと。別に高卒の初任給が１級の５号級か

ら始めないといけないというふうには法律はなっていないわけで、宇治田原

町を見ましたら１級の９号から初任給ですから。１３号からというようなと

ころもあるみたいですし、いろいろあるので、本当によい人材を確保しよう
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と思ったら待遇改善は避けて通れないというふうに思います。  

 会計年度任用職員は勤勉手当の制度がないので、今回、賞与の方は対象に

ならないと。ところが、町長をはじめ常勤の特別職や議員はそもそも勤勉手

当の対象じゃないのに、今回も期末手当に振り替えてアップするという中身

になっているんですよね。それだったら、本当に会計年度任用職員２００人

以上おられて、町の仕事を随分と大変な処遇の中で支えていただいている方

にも、そういう何かしらの処遇改善というようなことをできないのか。別に

遡って４月１日から適用するって、条例にそうなっていると言われますけど、

変更したらできるんじゃないんですか。法律に違反しますか。やっていると

ころもあるんじゃないですか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本総務課長。  

理事（脇本和弘）   先ほどのご質問でございますが、期末手当、もちろん議

員も特別職についても今回引き上げていますけれども、これはあくまでも国

において、特別職の給与改定は人勧に基づいて一般職のそれに準じて、今回

も法律改正がありますので、もちろんそれにも準じておるということでござ

います。  

 会計年度任用職員につきましては、私ども、いろいろ情報を京都府なりに

制度導入するときに聞いている中では、スタンダードで給与表については次

年度から適用というふうなことでやっておりますので、その辺については給

与表の関係、条例で定めていますので、それに基づいて支給をしておると。

勤勉手当についても今のところは適用がないので、もちろんそれはそれで今

回には影響がないということで事務を進めております。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑ありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   これで質疑を終わります。  

 これから討論を行います。  

 討論はありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   ９番、谷田みさおです。  
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 ただいま議案になっております第４７号、職員給与に関する条例の改正で

ありますが、昨年は職員は１人４万４，０００円ぐらい期末手当が下がった

わけです。今回、０．１か月勤勉手当の方で回復する、ベアも僅か０．２３％

ではあるけれどもあるということで、少しは回復するということで賛成をし

たいんですが、しかし、今言われたように、特別職については勤勉手当しか

上がらない職員に準じて期末手当を上げると、そういうことをやるわけです。

準じて別の手当を上げるということをやるわけですよ。それなら、会計年度

任用職員にもいろいろな手だては幾らでも工夫でできるんじゃないか。本当

にお気の毒やなというふうに思います。その点は納得できない部分があるん

ですが、第１条関係のところは、昨年の回復にはとても及ばない、物価高に

はとても追いつかないけれども少し改善ですので、賛成をしたいと思います。 

議長（西島寛道）   ほかに討論ありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   これで討論を終わります。  

 これから、議案第４７号、職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

制定の件を採決します。  

 議案第４７号は原案のとおり決定することに賛成の議員は挙手願います。  

     （賛成者挙手）  

議長（西島寛道）   挙手全員です。したがって、議案第４７号は原案のとお

り可決されました。  

 日程第６、議案第５１号、令和４年度井手町一般会計補正予算（第４回）

を議題とします。  

 提出者から提案理由の説明を求めます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   寺井企画財政課長。  

企画財政課長（寺井佳孝）   それでは、議案第５１号、令和４年度井手町一

般会計補正予算（第４回）につきましてご説明申し上げます。  

 令和４年度井手町の一般会計補正予算第４回は、次に定めるところによる。 

 第１条、歳入歳出予算の補正の規定でございます。既定の歳入歳出予算の

総額に歳入歳出それぞれ３億６，６４６万９，０００円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ８７億４，３４９万８，０００円とする。２

項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後
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の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。  

 第２条、繰越明許費の補正の規定でございます。繰越明許費の追加及び変

更は、「第２表繰越明許費補正」による。  

 第３条、債務負担行為の補正の規定でございます。債務負担行為の追加は、

「第３表債務負担行為補正」による。  

 第４条、地方債の補正の規定でございます。地方債の変更は、「第４表地方

債補正」による。  

 それでは、４ページをご覧ください。第２表、繰越明許費補正でございま

す。  

 ２款総務費、１項総務管理費、事業名、情報化基盤更新、２，４０４万５，

０００円。  

 次のページをご覧ください。２款総務費、１項総務管理費、事業名、新庁

舎建設事業、今回１６億５８３万８，０００円を追加し、計１７億３，５８

３万８，０００円。１０款教育費、４項社会教育費、事業名、山吹ふれあい

センター建設事業、今回９億８９８万８，０００円を追加し、計９億８，７

５８万８，０００円とするものであります。  

 次のページをご覧ください。第３表、債務負担行為補正でございます。  

 議会広報印刷製本業務委託、期間、令和４年度から令和５年度まで、限度

額１６０万円。高齢者移動支援実証運行補助、期間、令和４年度から令和５

年度まで、限度額３２２万円。一般廃棄物収集運搬委託、期間、令和４年度

から令和５年度まで、限度額５，３００万円。ランリュック・安全帽支給事

業、期間、令和４年度から令和５年度まで、限度額５３万６，０００円。  

 次のページをご覧ください。第４表、地方債補正でございます。  

 起債の目的、２目民生施設整備事業債、今回８０万円を追加し、限度額を

９５０万円とするものであります。なお、起債の方法、利率、償還の方法に

つきましては従前と変わりございません。  

 次のページをご覧ください。歳入歳出補正予算事項別明細書の総括にてご

説明申し上げます。今回補正のある箇所のみご説明申し上げます。  

 歳入であります。１５款国庫支出金、補正前の額８億３，６５２万３，０

００円、補正額３，０４２万円、計８億６，６９４万３，０００円でありま

す。  

 １６款府支出金、補正前の額２億４，０６８万８，０００円、補正額６２
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３万円、計２億４，６９１万８，０００円であります。  

 １７款、財産収入、補正前の額１，９９９万１，０００円、補正額３億１，

３００万円、計３億３，２９９万１，０００円であります。  

 １８款寄附金、補正前の額１８０万２，０００円、補正額８３万６，００

０円、計２６３万８，０００円であります。  

 ２０款、繰越金、補正前の額２，５９３万５，０００円、補正額１，５１

８万３，０００円、計４，１１１万８，０００円であります。  

 ２２款、町債、補正前の額２８億５，６５０万円、補正額８０万円、計２

８億５，７３０万円であります。  

 以上、歳入合計、補正前の額８３億７，７０２万９，０００円、補正額３

億６，６４６万９，０００円、計８７億４，３４９万８，０００円でありま

す。  

 次のページをご覧ください。  

 歳出であります。１款議会費、補正前の額６，６０２万２，０００円、補

正額９５万５，０００円の減、計６，５０６万７，０００円。財源内訳とい

たしまして、一般財源の９５万５，０００円の減であります。  

 ２款総務費、補正前の額３４億８，８５０万９，０００円、補正額３億２，

０３５万９，０００円、計３８億８８６万８，０００円。財源内訳といたし

まして、国府支出金の１７９万５，０００円、その他の８３万６，０００円、

一般財源の３億１，７７２万８，０００円であります。  

 ３款民生費、補正前の額１１億３，２２３万９，０００円、補正額１，８

８４万６，０００円、計１１億５，１０８万５，０００円。財源内訳といた

しまして、国府支出金の１，３２２万２，０００円、地方債の８０万円、一

般財源の４８２万４，０００円であります。  

 ４款衛生費、補正前の額３億５，７０８万３，０００円、補正額６０６万

２，０００円、計３億６，３１４万５，０００円。財源内訳といたしまして、

国府支出金の４３７万５，０００円、一般財源の１６８万７，０００円であ

ります。  

 ６款農林水産業費、補正前の額６，１７２万３，０００円、補正額６３２

万円の減、計５，５４０万３，０００円。財源内訳といたしまして、国府支

出金の１１５万８，０００円、一般財源の７４７万８，０００円の減であり

ます。  
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 ７款商工費、補正前の額７，５３８万１，０００円、補正額２，０７０万

９，０００円、計９，６０９万円。財源内訳といたしまして、国府支出金の

１，６１０万円、一般財源の４６０万９，０００円であります。  

 ８款土木費、補正前の額６億８，１６９万２，０００円、補正額３３万９，

０００円、計６億８，２０３万１，０００円。財源内訳といたしまして、一

般財源の３３万９，０００円であります。  

 ９款消防費、補正前の額４億５，０４６万３，０００円、補正額４７万４，

０００円、計４億５，０９３万７，０００円。財源内訳といたしまして、一

般財源の４７万４，０００円であります。  

 １０款教育費、補正前の額１８億２，２９４万１，０００円、補正額６９

５万５，０００円、計１８億２，９８９万６，０００円。財源内訳といたし

まして、一般財源の６９５万５，０００円であります。  

 以上、歳出合計、補正前の額８３億７，７０２万９，０００円、補正額３

億６，６４６万９，０００円、計８７億４，３４９万８，０００円。財源内

訳といたしまして、国府支出金の３，６６５万円、地方債の８０万円、その

他の８３万６，０００円、一般財源の３億２，８１８万３，０００円であり

ます。  

 以上、簡単ではありますが、説明に代えさせていただきます。  

 なお、２５ページ以降の給与費明細書につきましては、後ほどご参照くだ

さい。  

議長（西島寛道）   これで提案理由の説明を終わります。  

 これから質疑を行います。  

 質疑ありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   岡田久雄議員。  

８番（岡田久雄）   ６ページの債務負担行為補正でありますけども、その中

のランリュックのところでお聞きしたいと思います。他の学校に行かれる児

童に対してはどのような補助をされるのか。それとまた、転校生の場合はど

のようになるのか。ちなみに、ランリュックは幾らぐらいするものか。種類

はあるのでしょうか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   高江学校教育課長。  
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学校教育課長（高江裕之）   まず１点目の他校へ行く生徒についての支給で

ありますが、本事業につきましては町立の小学校に入学する児童を対象とし

ております。  

 続きまして、転校生につきましては、この事業開始が来年の新１年生から

になりますので、新１年生に転入した子については年度途中であっても支給

をする予定をしております。  

 あと、ランリュックの種類につきましては、特大、これが一番よく使われ

ているサイズとお聞きしております。こちらの方が１万２，０００円。あと

もう１個、その下に大というのがございまして、こちらが８，１５０円に、

肩ベルトが別で１，５００円というふうに伺っております。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑ありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本尚憲議員。  

５番（脇本尚憲）   私の方からは大きく３点質問をさせていただきます。  

 まず１４ページです。福祉サービス事業所原油等価格高騰対策支援給付金

というのがありますが、この給付の内容と、具体的な原油と言われるものの

対象物となる対象のもの、その対象となる事業所は何法人あるのか。また、

１法人に対しての支給額をお尋ねします。  

 続きまして１６ページ。上段の井手町子育て世帯応援給付金につきまして、

この事業内容と目的、対象となる子育て世帯の条件や想定している世帯数、

１世帯当たりの給付金額についてお尋ねします。  

 続きまして最後、１９ページですね。中小企業エネルギー価格高騰対策支

援給付金につきまして、事業内容、その条件、給付金額、想定される企業数

についてお尋ねします。  

 お願いします。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   花木住民福祉課長。  

理事（花木秀章）   私の方からは、１６ページの井手町子育て世帯応援給付

金についてお答えいたします。  

 当制度につきましては、物価高騰の影響を受けている子育て世帯の経済的

な負担の軽減を図るために、基準日１２月１日時点で本町に住所を有する１



 

－５３－ 

８歳までの子どもがいる世帯に対して、子ども１人当たり１万５，０００円

を支給するものでございます。こちらにつきましての対象者の見込みについ

ては８６０人を見込んで、予算計上をさせていただいております。  

 以上でございます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   坂井高齢福祉課長。  

高齢福祉課長（坂井幸一郎）   福祉サービス事業所原油等価格高騰対策支援

給付金でございますが、こちらの内容でございますが、公定価格制度により

まして物価高騰による経費の増加を価格に転嫁できない介護サービス及び障

がい福祉のサービス事業所に対して、サービスの安定的な提供体制を確保す

るため、物価高騰の影響額の２分の１を給付金として給付するものでござい

ます。  

 具体的な対象物でございますが、電気料金、ガス料金といった光熱費、あ

と、利用者の方に提供する食費についても対象としております。  

 事業所数でございますが、井手町内の事業所に限っておりますので、介護

保険の事業所が２法人、障がい福祉の事業所が２法人となっております。  

 １法人当たりの支出額でございますが、こちらにつきましては、令和３年

４月から令和４年２月までの料金と、あと、令和４年４月から令和５年２月

までの料金を差し引きまして、影響額の２分の１を給付金として支給いたし

ますので、各事業所ごとに異なる状況でございます。  

 以上です。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   菱本産業環境課長。  

産業環境課長（菱本嘉昭）   三つ目の中小企業等エネルギー価格高騰対策支

援給付金のまず事業内容の関係でございますが、こちらにつきましては、電

力、ガス等のエネルギー価格高騰の影響を受けている町内の中小企業等事業

者に対しまして、給付金を支給することで影響緩和を図り、経営の安定継続

を支援することを目的に、法人に対し１０万円、個人事業主に対し５万円を

給付するものであります。  

 対象者につきましては、法人につきましては町内に事業所を有すること、

個人事業主については町内に住所を有することとして予定しております。  

 想定の対象事業者数というところでございますが、国の統計であります令
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和３年度の経済センサスの事業所数を参考に試算していまして、法人で約１

５０件、個人事業主で約１１０件を見込んでおりまして、２，０８５万円を

予算計上させていただいております。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑はありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   前の方から行きますが、５ページの繰越明許です。庁

舎建設のための費用を繰り越すというのが、この間、１億３，０００万繰り

越したところだと思うんです。今回また１７億３，５００万というのはどう

いう事情なんでしょうか。  

 同じく山吹ふれあいセンターの建設費用についても、庁舎も含めて建設費

にそもそも入っていた備品の購入なんかが、実際に支払うのはもっと３月よ

り後になるから、年度越えるからということで繰越しだったのかなというふ

うに思うんですけど、今回繰り越すのはどういうことでしょうか。  

 それと、６ページの債務負担行為の高齢者移動支援事業の３２２万円とい

うのと、１５ページにも高齢者移動支援の補助金３５万円というのがありま

す。今回、交通対策特別委員会でもご説明があったように、社会福祉協議会

が行う事業に町も補助金を出すというふうに伺いましたけれども、これは社

会福祉協議会がやる事業の何の部分に今年度は３５万円出して、来年度は３

２２万円予定しているのか。いろんな費用があると思いますけど、どれに充

てるつもりなのかということと、交通対策特別委員会のときにもお聞きして

はっきり分からなかったんですけど、要するに今回、社会福祉協議会がこれ

までやっていた福祉有償運送とは違う別の事業を道路運送法を根拠にやると

いうことですから、その道路運送法で定められているもう一つの事業という

のが交通空白地有償運送という事業だと思うんです。それでやるとなると、

二つの事業を社会福祉協議会がやると。それを車両とか運転手とか種別が違

うのに兼ねてやれるのかということと、特に運転手については報酬に差が出

てくるというようなことになると、なかなか運転手を集めるのが大変と思う

んですけれども、この運転手は福祉有償みたいに有償ボランティア程度の報

酬しかないのか、それとも最低賃金を視野に入れて、いわゆる給料としての

報酬を確保するようなそういう運転手なのか、お尋ねをいたします。  
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 続きまして、１２ページ、まちづくり協議会の補助金４５万円というのが

あるんですが、先ほど町長のご説明だと何か新しい事業をやるからみたいに

聞こえたんですけど、何のための補助金でしょうか。まちづくり協議会が椿

坂を管理運営していただいているんですけども、そこの交流棟の電気代があ

まりに高いということで指摘をしまして、担当者がいろいろ調べていただい

ていると思うんですけども、これからますます電気代が上がっていくことが

予想されるんです。基本料金だけで年間７０万とかという話があって、あま

りにも高いんじゃないか。陶芸の電気窯が出力が大きいので、そのためには

そういう基本料の高い契約をしないといけないというご説明もあったんです

けど、交流棟の電気窯を見に行きましたけど、２０キロワットしかないんで

す。それなのに３２キロワットの契約をしておられる。あまりに過大な契約

だと思うんですけれども、それはもう少し下げられるような検討をされてい

るのかどうかお尋ねします。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本総務課長。  

理事（脇本和弘）   まず、繰越明許のところでございます。新庁舎建設事業

と山吹ふれあいセンター建設事業のところの関係でございますが、９月議会

で繰越しをさせていただいたものにつきましては、おっしゃっていただきま

したように備品ですね、机であったり、引っ越しの移転の費用ということで

繰越しをさせていただいたところでございます。  

 今回、繰越しをさせていただくこの２件につきましては、庁舎においては

サッシ等建具の資材の納入が、また新山吹ふれあいセンターにつきましては、

サッシ等建具の資材に加え、キュービクルの納入が予定していたよりも不測

の日数を要するということ、さらに現在、狭い同一敷地内で五つの工事を発

注しておりまして、工事全体としてできる限り早く完成できるよう、作業ヤ

ードや資機材の搬入などを工程調整した結果、約２か月程度の工期の延長が

必要と見込まれることから、年度をまたぐということで、今回、繰越措置を

させていただくものでございます。本体工事が若干繰り越すというふうなこ

とになるということでございます。  

 以上でございます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   坂井高齢福祉課長。  
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高齢福祉課長（坂井幸一郎）   高齢者の移動支援の実証運行の補助でござい

ますが、１２月補正として上程しております３５万円ですが、こちらにつき

ましては実証運行の準備として年度内に支出を要するものを計上しておりま

して、内訳といたしましては、保険代として１５万円、事務費として２０万

円となっております。こちらの保険代につきましては、車両の任意保険代と

利用者の乗降時の人身保険代を計上しております。事務費といたしましては、

車両に許可番号などを掲示する必要がありますので、それのマグネットの作

成費用でありましたり、乗車チケット、会員カード、アルコール検知器など

の費用として計上しているものでございます。  

 債務負担行為として計上しております３２２万円につきましては、令和５

年４月から実証運行を行うに当たりまして、社会福祉協議会がリース車両に

係る契約などの経費を計上しております。内訳といたしましては、車両４台

分の燃料代として２０万円、運転協力員の経費として１７０万円、車両リー

ス代として１２６万円、事務費として６万円を計上しているものでございま

す。  

 続きまして、有償運送の車両と運転員のことでございますが、実証運行の

運転員と福祉有償運送の運転員は兼務をされないと聞いております。また、

雇用形態の方は、実証運行の方は臨時職員と聞いております。車両につきま

しては、福祉有償運送で使う車両と実証運行で使う車両は別々のものとなっ

ております。  

 以上です。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   山本地域創生推進室長。  

理事（山本勇人）   まず１点目のまちづくり協議会の補助金についてでござ

いますが、こちらは京都府の地域交響プロジェクト交付金、今年の９月２２

日に交付決定がございまして、また市町村の振興協会から１０月１８日に交

付決定がございました。総事業費の３分の１、４５万円を補正でお願いする

ものでございます。新しい事業といいますか、次のステージに入るというこ

とで、今回は「椿坂～道の駅  いいであい  新しい価値創造プロジェクト」

という事業で交付申請を行っておりまして、昨年までピザ窯を作ったりサン

ドブラストという工作機を入れていますけども、それらを活用した事業です

ね、サンドブラストではふるさと納税の返礼品にも、今現在で五つ、これか
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ら七つ足しますので１２個になっていたりしますし、それから、河津桜の補

植等をまた行うということで、事業費をお願いしているところです。  

 もう１点につきましては、管理運営委託の件ということになると思うんで

すけども、まちづくり協議会の補助金とは別に、まちづくり協議会に管理運

営委託をしている電気料金の件です。これにつきましては、交流棟と活動棟

がございますが、通常の電圧の契約については電灯契約と動力契約の２種類

がございまして、交流棟は一般家庭と同じなんですけども、活動棟につきま

しては陶芸教室に使用する業務用の電気窯が設置されております。こちらに

ついては基本料金がかなり高いということで説明もさせてもらっているとこ

ろですけども、動力電気につきましては今後、電気使用量が多い分、ベース

となる基本料金が比較的高いということですけども、従量の電気料金はそれ

に比べて安くなっているということもございます。これについては関西電力

とも十分協議はしていまして、現在のプランが一番安いというふうに聞いて

いるところでございます。  

 以上です。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑ありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   今の椿坂の活動棟の電気料金の話は、今のプランが一

番安いというのは、３２キロワットで契約したらほかの契約よりも安いのか

もしれませんけど、３２キロワットというのは、椿坂ができた当初にあった

動力設備を全部足し算して３２キロワットないと駄目だということだと思う

んですけど、実際、二つあった窯は一つしかないわけですよね。だから、今

の窯の出力だけで契約し直すということはできると思います。そうでなかっ

たら、いろんな工場でも動力契約をやっていますけど、中の備品っていろい

ろ変わるわけでしょう。それに合わせた契約はできるはずで、動力じゃない

別の従量料金と比べたら安いということかもしれないけど、動力料金という

のはそこにあるモーターを使う機械設備に合わせた契約をしないといけない

ということが決まっているだけで、中のものが変わったら契約し直せると思

いますので、それはもう１回検討をしてほしい。あまりにも高い。  

 今回、関電は７月に低圧契約も値上げをしていますけど、今回の関電の値

上げは基本料は変わらないんです。使用料が１．５倍に単価が上がっている
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んです。だから、来年またどういうふうな値上げになるか分かりませんけど、

本当に最低限の契約にしないとすごく無駄遣いになると思うので、それは要

望しておきます。  

 次に、１３ページの空き家再生事業の委託料というのは、どうして当初よ

りも増えるのか。  

 それから次に、先ほどの１５ページの高齢者移動支援のことですけれども、

今回やる交通空白地有償運送というのは、道路運送法の施行規則などを見ま

したら、特に地域住民の人なら誰でも使える、観光客にもぜひ開放せよなん

て国土交通省は言っていて、６５歳の住民にしか使えませんとか、町内だけ

しか駄目ですとか、そういう制度設計にはそもそもなっていないと思うんで

す。運行区域は定めないといけません。でも、発地か着地かどっちかがその

運送区域にあればいいということですから、それは福祉有償運送と同じ考え

なので。今回、すごく法律で認められているよりも狭い運用になっていると

思うんですよ。なぜ６５歳以上しか使えないのか。町外に行くのに使えない

のか。わざわざ名簿も要らないのに会員登録をしないといけないのか。その

辺、かなり厳しいローカルルールで縛っているように思うんですけど、せっ

かくやるんだったら多くの住民の人が使いやすいようなやり方で始めるべき

だと思うので、社会福祉協議会の方にそういうアドバイスをしてもらいたい

なと思うんですが、検討をされたのかお聞きします。  

 次に、１６ページの子育て世帯の応援給付金ですけども、先ほど説明があ

ったんですが、１２月１日が基準日ということは、１２月２日以降に生まれ

た子は、これは対象にならないということなんでしょうか。基準日とその対

象になる子どもの出生日というのは一緒なのか、お尋ねします。  

 それから、１６ページの保育園運営費、委託料というのは派遣の保育士の

費用だという説明が最初ありました。何人、何か月雇う費用がこの額なんで

しょうか。新年度は、保育園は派遣を使わなくても正規の職員で回せそうな

のか。採用状況はどうなっているでしょうか。  

 １７ページ、出産・子育て相談・応援支援金というものはどういう制度で、

対象はどんな人で、１人当たりというのか１件当たりの額はどうなっている

のか、対象となる時期等があるのか、お尋ねをいたします。  

 １８ページ、肥料の高騰対策の支援給付金。一般質問でもありましたけれ

ども、農家というのが誰を指すのかですけど、肥料を買う人ならみんな対象
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になって支援してもらえるのか。いわゆる３０アールとか、販売５０万円以

上などの農家しか駄目なのか。それと、化学肥料低減を図る人のコスト低減

という、そういう国の制度になっているから、有機肥料でないと対象になら

ないのか。一般の肥料は差し引いて有機肥料だけの分の先ほどの計算、７割

補助の３割の２分の１ですか、ということになるのかお尋ねをいたします。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   山本地域創生推進室長。  

理事（山本勇人）   空き家の再生支援事業についてでございますけども、空

き家バンク利用促進のために、空き家について家財道具の処分やクリーニン

グに係る経費について５０万円を上限に補助を行っているものでございます

が、今年度当初、２５０万円、５件分を計上したところです。１０月末現在

で既に４件、１６１万８，１００円の支出をしておりまして、今後さらなる

利用があった場合対応ができないおそれがあるためにお願いするものでござ

います。  

 現在、入居者の募集中の物件が３件ございまして、既に利用の相談を１件

受けているところで、残り２件分についても対応ができるように１００万円

をお願いするものでございます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   坂井高齢福祉課長。  

高齢福祉課長（坂井幸一郎）   交通空白地有償運送に関する運送の対象者等

の限定でございますが、有償運送を実施する際には、有償運送運営協議会に

て運送の必要性や運送の対価について合意を得る必要がございます。高齢者

に関しての移動支援につきましては、必要という明確な地域課題に対しまし

て実施主体であります社会福祉協議会が区域を町内として、移動対象の方を

高齢者として移動支援の実証運行を行うことについて、有償運送運営協議会

において合意を得たものでございます。  

 また、先ほど申されました登録や名簿などの手続につきましては、こちら

についても実施主体であります社会福祉協議会の方が検討されて、このよう

な流れですることを決められたものでございます。  

 以上です。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   花木住民福祉課長。  
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理事（花木秀章）   井手町子育て世帯応援給付金の基準日以降の出生のお子

様につきましても、令和５年３月３１日までに生まれたお子様については対

象としていく方向で考えております。  

 次に、保育園運営費の委託料の派遣の関係でございますが、こちらにつき

ましては令和４年度当初の予算で２人分の派遣の委託料を組んでおりました

が、３月の末に急遽、会計年度任用職員が退職されたために、その職員分に

ついても派遣職員ということで対応してきたところでございます。この間に

つきましても、ホームページ及びハローワークで引き続き会計年度任用職員

の募集は行っているところでありまして、来年度当初におきましても引き続

き募集を行い、できるだけ派遣に頼らないような体制で執行していきたいと

考えております。  

 以上でございます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   畑中保健センター所長。  

保健センター所長（畑中博之）   １７ページの出産・子育て相談・応援支援

金についてでございますけれども、こちらの方は国の方で補正がつきました

出産・子育て応援交付金というものを使って実施するというものでございま

して、妊娠届出時から妊婦や低年齢期、ゼロ歳から２歳ぐらいの子育て家庭

に寄り添って、必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図るというもの

でございまして、妊娠届出時に５万円、出生届出後、面談等を行いまして、

子どもさん１人当たり５万円等を妊婦等に支給するというものでございます。 

 以上でございます。  

９番（谷田みさお）   いつ生まれた子どもまでですか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   畑中保健センター所長。  

保健センター所長（畑中博之）   対象者ですけども、令和４年４月に生まれ

た子どもから対象になるということでございます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   菱本産業環境課長。  

産業環境課長（菱本嘉昭）   ただいまの肥料価格高騰の対策の関係でござい

ますが、対象の農家につきましては、国の制度が農作物の販売を行う農業者

ということで、自家消費のために農作物を栽培する方は対象外となっており
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ますので、国の対象となる農業者に対しまして本町も上乗せして補助する予

定でございます。  

 また、化学肥料低減というところで有機肥料じゃないと駄目なのかという

ことですけれども、取組メニューというものが国の方でも指定がございまし

て、言われます有機質の肥料というものもあるんですけれども、それ以外で

も化学肥料の低成分である肥料の利用であったり、土壌診断による施肥計画

を立てていることということもありますので、一概に有機肥料じゃないと駄

目ということではございません。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑ありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本尚憲議員。  

５番（脇本尚憲）  先ほど質問もありました１７ページの出産・子育て相談・

応援支援金の件なんですけども、説明では５万円、５万円、合計、出産され

た場合１０万円ということですが、今、国の方でも出産一時金を引き上げよ

うという議論もありまして、一部の報道では５０万円ぐらいという話があり

ますが、本町としましても、もしこれになった場合は、その５０万円にさら

に１０万円が応援金として出るというふうな理解でいいのかどうかというの

が１点と、先ほど１６ページの説明で聞いた分で、漏れていたらすいません、

井手町の子育て世帯応援給付金につきましても、対象条件としましては、世

帯について収入の要件や課税の要件のその辺というのはないのかどうか、お

願いします。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   西垣参与。  

参与（西垣義郎）   ただいまのご質問の中で、一時金の引上げと今回の応援

給付金の関係でございますけれども、あくまで別個の制度でございまして、

一時金は出産に係る経済的な負担への医療保険者からの支援であり、また今

回の新たな５万円、５万円の給付につきましては、相談等の支援をより効果

的に実施するための伴走型相談支援等のための経費として支給するものでご

ざいますので、一時金の引上げとこの制度とは関係なく実施していきたいと

考えております。  

 以上でございます。  
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     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   花木住民福祉課長。  

理事（花木秀章）   井手町子育て世帯応援給付金の制限等についてでござい

ますが、こちらの制度につきましては、所得制限等の制限は設けておりませ

ん。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑ありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   １７ページの今説明があった出産・子育て相談・応援

支援金ですが、４月１日に遡って今年生まれた子どもに、今年度妊娠届を出

された人、今年度出産された人というのに支給するということですか。いつ

までこれは対象ですか。  

 本町は独自に出産応援給付金というのを、１人子どもがお生まれになった

ら１０万円というのをやっていますよね。それはもちろん、これも別の制度

ですから何ら制限は受けないですよね。いつまでのことなのか、年度内なの

か、どうなんでしょう。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   西垣参与。  

参与（西垣義郎）   この制度につきましては、国の全国共通の制度の下に、

井手町としてその交付を受けて実施するものでございまして、一応、今現在、

国の方から、引き続き継続的に実施をする事業というふうに現時点では説明

を受けているところでございます。今後、国の来年度以降の対応を見て、検

討していきたいというふうに考えておるところでございます。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑ありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   これで質疑を終わります。  

 これから討論を行います。  

 討論はありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   討論なしと認めます。したがって、討論を終わります。 

 これから、議案第５１号、令和４年度井手町一般会計補正予算（第４回）
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を採決します。  

 議案第５１号は原案のとおり決定することに賛成の議員は挙手願います。  

     （賛成者挙手）  

議長（西島寛道）   挙手全員です。したがって、議案第５１号は原案のとお

り可決されました。  

 この際、暫時休憩します。２時４０分から再開します。  

     休憩  午後  ２時２９分  

     再開  午後  ２時３９分  

議長（西島寛道）   休憩前に引き続き、再開します。  

 先ほど答弁漏れがありましたので、お願いいたします。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本総務課長。  

理事（脇本和弘）   先ほどの１の５、高校卒業程度の月額給料表に対する時

間単価の換算ですけれども、時間単価につきましては９２０円となります。

その計算方法としましては、月額に１２か月、１年間ですね、それを分子と

しまして、分母が１週間の勤務時間３８時間４５分、３８．７５掛ける５２

週、１年間の週ですね、それが分母となります。９２０円という単価になり

ます。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   日程第７、議案第５２号、令和４年度井手町国民健康保

険特別会計補正予算（第１回）を議題とします。  

 提出者から提案理由の説明を求めます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   中谷保健医療課長。  

保健医療課長（中谷  誠）   それでは、議案第５２号、令和４年度井手町国

民健康保険特別会計補正予算（第１回）についてご説明申し上げます。  

 令和４年度井手町の国民健康保険特別会計補正予算（第１回）は、次に定

めるところによる。  

 第１条、歳入歳出予算の補正の規定であります。既定の歳入歳出予算の総

額に歳入歳出それぞれ３，１２４万８，０００円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ９億８，２１１万５，０００円とする。２項、歳入

歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳
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出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。  

 なお、今回の補正につきましては、令和３年度の国民健康保険特別会計決

算剰余金の一部を基金に積み立てるもの及び補助金等の返還金に要する所要

額の補正であります。  

 それでは、３ページをお開きください。歳入歳出予算補正予算事項別明細

書の総括にてご説明申し上げます。今回補正のある箇所のみご説明申し上げ

ます。  

 歳入であります。６款繰越金、補正前の額１，０００円、補正額３，１２

４万８，０００円、計３，１２４万９，０００円であります。  

 以上、歳入合計、補正前の額９億５，０８６万７，０００円、補正額３，

１２４万８，０００円、計９億８，２１１万５，０００円であります。  

 次に、４ページをお開きください。  

 歳出であります。１款総務費、補正前の額６７３万３，０００円、補正額

３，１００万円、計３，７７３万３，０００円。財源内訳といたしまして、

一般財源の３，１００万円であります。  

 ７款諸支出金、補正前の額１７２万３，０００円、補正額２４万８，００

０円、計１９７万１，０００円。財源内訳といたしまして、一般財源の２４

万８，０００円であります。  

 以上、歳出合計、補正前の額９億５，０８６万７，０００円、補正額３，

１２４万８，０００円、計９億８，２１１万５，０００円。財源内訳といた

しまして、一般財源の３，１２４万８，０００円であります。  

 以上、簡単ではありますが、説明に代えさせていただきます。  

議長（西島寛道）   これで提案理由の説明を終わります。  

 これから質疑を行います。  

 質疑はありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   ６ページの積立金ですけれども、昨年度もずっと赤字

会計だったのが黒字になって、積立てを１，９００万円ですか、行った。今

回また３，１００万円積み立てるということで、一切取崩しをしていないん

だったら、合わせたら５，０００万円の積立金があるということになります

が、現在の積立額は５，０００万円ですか。  
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     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   中谷保健医療課長。  

保健医療課長（中谷  誠）   現在の積立金は、昨年度１，９００万円と今回

３，１００万円で５，０００万円でございます。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑ありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   これで質疑を終わります。  

 これから討論を行います。  

 討論はありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   討論なしと認めます。したがって、討論を終わります。 

 これから、議案第５２号、令和４年度井手町国民健康保険特別会計補正予

算（第１回）を採決します。  

 議案第５２号は原案のとおり決定することに賛成の議員は挙手願います。  

     （賛成者挙手）  

議長（西島寛道）   挙手全員です。したがって、議案第５２号は原案のとお

り可決されました。  

議長（西島寛道）   次に、日程第８、議案第５３号、令和４年度井手町水道

事業会計補正予算（第２回）を議題とします。  

 提出者から提案理由の説明を求めます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   中島理事。  

理事（中島一也）   それでは、議案第５３号、令和４年度井手町水道事業会

計補正予算（第２回）についてご説明申し上げます。  

 第１条、総則の規定であります。令和４年度井手町水道事業会計の補正予

算（第２回）は、次に定めるところによる。  

 第２条、収益的収入及び支出の規定であります。令和４年度井手町水道事

業会計予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正す

る。科目、支出の第１款水道事業費用、既決予定額１億３，１８１万５，０

００円、補正予定額５５０万円、合計１億３，７３１万５，０００円。第１

項営業費用、既決予定額１億２，６８１万２，０００円、補正予定額５５０
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万円、合計１億３，２３１万２，０００円であります。  

 以上、簡単でありますが、説明に代えさせていただきます。  

議長（西島寛道）   これで提案理由の説明を終わります。  

 これから質疑を行います。  

 質疑はありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   ９番、谷田みさおです。  

 ７ページの施設電力料金についてですが、今回その補正ですけど、当初は

どのくらい見込んでいたのか。  

 施設というのはどこの施設なのか。幾つかの施設を合わせた分なのか。  

 そういう水道の施設の電気料金の契約というのは家庭用とは違うと思うん

ですけど、先ほどの椿坂の活動棟みたいな低圧で契約をしているなど、何か

特殊な契約になっているのか、分かったらお願いします。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   仁木上下水道課長。  

上下水道課長（仁木  崇）   ただいまのご質問でございますけども、今回の

施設電力料金につきましては、当初予算で１，２００万円を予定しておりま

した。今回５５０万円の補正でございます。  

 続きまして、この施設につきましては、第一水源地と第二水源地の電気料

金でございます。  

 続きまして、電気料金の契約につきましては、どちらとも高圧電力による

契約を締結しているところでございます。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑ありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   これで質疑を終わります。  

 これから討論を行います。  

 討論はありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   討論なしと認めます。したがって、討論を終わります。 

 これから、議案第５３号、令和４年度井手町水道事業会計補正予算（第２
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回）を採決します。  

 議案第５３号は原案のとおり決定することに賛成の議員は挙手願います。  

     （賛成者挙手）  

議長（西島寛道）   挙手全員です。したがって、議案第５３号は原案のとお

り可決されました。  

 次に、日程第９、議案第５４号、令和４年度井手町多賀地区簡易水道事業

特別会計補正予算（第２回）を議題とします。  

 提出者から提案理由の説明を求めます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   中島理事。  

理事（中島一也）   それでは、議案第５４号、令和４年度井手町多賀地区簡

易水道事業特別会計補正予算（第２回）についてご説明申し上げます。  

 令和４年度井手町の多賀地区簡易水道事業特別会計補正予算（第２回）は、

次に定めるところによる。  

 第１条、繰越明許費の規定であります。地方自治法第２１３条第１項の規

定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第１表繰越明

許費」による。  

 １ページをお開き願います。第１表繰越明許費であります。  

 １款業務費、１項業務管理費、事業名、多賀地区簡易水道事業計画変更業

務、金額７００万円。  

 ２款事業費、１項建設事業費、事業名、配水管整備事業、金額２，６００

万円であります。  

 以上、簡単でありますが、説明に代えさせていただきます。  

議長（西島寛道）   これで提案理由の説明を終わります。  

 これから質疑を行います。  

 質疑はありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   １ページ、二つの繰越しですけれども、これは二つと

も山城多賀駅前の商業施設ができるところに関わっての事業計画と配水管整

備ということでしょうか。  

 どうして繰り越すような事情になったんでしょうか。  
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     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   仁木上下水道課長。  

上下水道課長（仁木  崇）   ただいまのご質問でございますけども、今回繰

越明許費で上げさせていただきました二つの事業につきましては、山城多賀

駅前の商業施設に関連する事業でございます。  

 続きまして、繰越しの理由でございますけども、一つ目の多賀地区簡易水

道事業計画変更業務につきましては、関係機関との調整に時間を要する見込

みでありますことから、翌年度へ繰り越し願いたく補正予算を計上させてい

ただいたところでございます。  

 次の配水管整備事業につきましても、新たに配水管を布設する箇所におき

まして、他の工事との調整に時間を要する見込みであることから、翌年度へ

繰り越し願いたく補正予算を計上させていただいたところでございます。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑はありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   これで質疑を終わります。  

 これから討論を行います。  

 討論はありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   討論なしと認めます。したがって、討論を終わります。 

 これから、議案第５４号、令和４年度井手町多賀地区簡易水道事業特別会

計補正予算（第２回）を採決します。  

 議案第５４号は原案のとおり決定することに賛成の議員は挙手願います。  

     （賛成者挙手）  

議長（西島寛道）   挙手全員です。したがって、議案第５４号は原案のとお

り可決されました。  

 次に、日程第１０、議案第５５号、令和４年度井手町公共下水道事業特別

会計補正予算（第３回）を議題とします。  

 提出者から提案理由の説明を求めます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   中島理事。  

理事（中島一也）   それでは、議案第５５号、令和４年度井手町公共下水道
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事業特別会計補正予算（第３回）についてご説明申し上げます。  

 令和４年度井手町の公共下水道事業特別会計補正予算（第３回）は、次に

定めるところによる。  

 第１条、繰越明許費の補正の規定であります。繰越明許費の追加は、「第１

表繰越明許費補正」による。  

 １ページをお開き願います。第１表繰越明許費補正であります。  

 ２款事業費、１項事業費、事業名、改築更新事業、金額２，４００万円で

あります。  

 以上、簡単でありますが、説明に代えさせていただきます。  

議長（西島寛道）   これで提案理由の説明を終わります。  

 これから質疑を行います。  

 質疑はありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   下水道の方は改築更新事業となっているので、新たに

管を入れるなどそういう工事じゃないんだろうと思いますが、どういう場所

の工事で、なぜ繰り越さないといけないのか、お尋ねします。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   仁木上下水道課長。  

上下水道課長（仁木  崇）   ただいまのご質問でございますけども、今回、

繰越明許費と上げさせていただきました改築更新事業につきましては、マン

ホール蓋の取替え更新事業とマンホールポンプ場の改築更新事業でございま

す。  

 繰り越す理由といたしましては、関係機関との調整に時間を要しているこ

とや更新する機器の価格調査に時間を要していることから、翌年度へ繰り越

し願いたく補正予算を計上させていただいた次第でございます。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑ありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   予定していた資材等が入らないということですか。  

     （挙手する者あり）  
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議長（西島寛道）   仁木上下水道課長。  

上下水道課長（仁木  崇）   更新する機器の中で、１資材単価が１００万円

以上の資材につきましては特別単価調査を実施する必要がございまして、そ

の調査に時間を要しているところでございます。  

 以上でございます。  

議長（西島寛道）   ほかに質疑ありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   これで質疑を終わります。  

 これから討論を行います。  

 討論はありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   討論なしと認めます。したがって、討論を終わります。 

 これから、議案第５５号、令和４年度井手町公共下水道事業特別会計補正

予算（第３回）を採決します。  

 議案第５５号は原案のとおり決定することに賛成の議員は挙手願います。  

     （賛成者挙手）  

議長（西島寛道）   挙手全員です。したがって、議案第５５号は原案のとお

り可決されました。  

 次に、日程第１１、議案第５６号、令和４年度井手町多賀財産区特別会計

補正予算（第１回）を議題とします。  

 提出者から提案理由の説明を求めます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   寺井企画財政課長。  

企画財政課長（寺井佳孝）   それでは、議案第５６号、令和４年度井手町多

賀財産区特別会計補正予算（第１回）につきましてご説明申し上げます。  

 令和４年度井手町の多賀財産区特別会計補正予算（第１回）は、次に定め

るところによる。  

 第１条、歳入歳出予算の補正の規定でございます。既定の歳入歳出予算の

総額に歳入歳出それぞれ８０万円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ６６９万４，０００円とする。２項、歳入歳出予算の補正の款項の

区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表

歳入歳出予算補正」による。  
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 なお、今回の補正につきましては、当初予定していた多賀墓地の５区画の

整備に伴う基礎及び据付け工事に変更が生じたため、増額を行うものでござ

います。  

 それでは、３ページをご覧ください。歳入歳出補正予算事項別明細書の総

括にてご説明申し上げます。今回補正のある箇所のみご説明申し上げます。  

 歳入であります。４款繰入金、補正前の額５２４万４，０００円、補正額

８０万円、計６０４万４，０００円であります。  

 以上、歳入合計、補正前の額５８９万４，０００円、補正額８０万円、計

６６９万４，０００円であります。  

 次のページをご覧ください。  

 歳出であります。２款衛生費、補正前の額３３０万８，０００円、補正額

８０万円、計４１０万８，０００円。財源内訳といたしまして、一般財源の

８０万円であります。  

 以上、歳出合計、補正前の額５８９万４，０００円、補正額８０万円、計

６６９万４，０００円。財源内訳といたしまして、一般財源の８０万円であ

ります。  

 以上、簡単ではありますが、説明に代えさせていただきます。  

議長（西島寛道）   これで提案理由の説明を終わります。  

 これから質疑を行います。  

 質疑はありませんか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   谷田みさお議員。  

９番（谷田みさお）   墓地を５区画増設するその区画は変わらず、費用が当

初思っていた額よりも上がったということでしょうか。何が上がったんでし

ょう。材料ですか。工賃など、そういうものですか。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   寺井企画財政課長。  

企画財政課長（寺井佳孝）   ただいまのご質問にお答えいたします。  

 具体的な内容につきましては、今回工事において墓地の区画整備を行う際、

石と石を固定する金具や掘削、埋め戻し、運搬等の地盤整備に要する費用が

発生し、不足が見込まれることから、補正を行うものでございます。  

 以上でございます。  
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議長（西島寛道）   ほかに質疑ありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   これで質疑を終わります。  

 これから討論を行います。  

 討論はありませんか。  

     （「なし」の声あり）  

議長（西島寛道）   討論なしと認めます。したがって、討論を終わります。 

 これから、議案第５６号、令和４年度井手町多賀財産区特別会計補正予算

（第１回）を採決します。  

 議案第５６号は原案のとおり決定することに賛成の議員は挙手願います。  

     （賛成者挙手）  

議長（西島寛道）   挙手全員です。したがって、議案第５６号は原案のとお

り可決されました。  

 次に、日程第１２、議案第５７号、井手町多賀財産区管理委員選任につき

同意を求める件を議題とします。  

 提出者から提案理由の説明を求めます。  

     （挙手する者あり）  

議長（西島寛道）   脇本総務課長。  

理事（脇本和弘）   それでは、議案第５７号、井手町多賀財産区管理委員選

任につき同意を求める件につきましてご説明申し上げます。  

 多賀財産区管理会条例第３条の規定により、下記の者を井手町多賀財産区

管理委員に適任と認め、選任につき同意を求める。  

 記といたしまして、京都府綴喜郡井手町、菱本忠雄氏、満７３歳。京都府

綴喜郡井手町、髙田  勇氏、満７３歳。京都府綴喜郡井手町、岩城隆史氏、

満６４歳。京都府綴喜郡井手町、髙田重晴氏、満７２歳。京都府綴喜郡井手

町、窪田  昇氏、満７１歳。京都府綴喜郡井手町、八木富士雄氏、満６７歳。

裏面をご覧ください。京都府綴喜郡井手町、平間政一氏、満６６歳。  

 なお、任期は４年であります。  

 以上、簡単でありますが、説明に代えさせていただきます。  

議長（西島寛道）   これで提案理由の説明を終わります。  

 本件につきましては、質疑、討論を省略し、直ちに採決を行います。  

 これから、議案第５７号、井手町多賀財産区管理委員選任につき同意を求
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める件を採決します。  

 議案第５７号に同意することに賛成の議員は挙手願います。  

     （賛成者挙手）  

議長（西島寛道）   挙手全員です。したがって、議案第５７号は同意するこ

とに決定しました。  

 以上で本日の日程は全部終了しました。  

 本日はこれで散会します。  

 なお、次回は１２月１６日、午前１０時から会議を開きます。大変ご苦労

さまでございました。  

     散会  午後  ３時０１分  
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右、会議の経過を記載して、その相違ないことを証するため、ここに署名する。  

 

 

   議   長    西  島  寛  道  
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